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(1) 戦略を強化する視点

第４章で示した目指すべき都市像を実現するため、分野を横断する７つの戦略を設定します。

戦略の設定に当たっては、「個性の磨き上げ」、「人中心のまちづくり」及び「交流・連携の強化」を、全てに共通する視点とします。これらの視点は互いに重なり合いながら、都市像の

実現を多面的に支えていきます。

１） 個性の磨き上げ

東京の魅力は、地域ごとに異なる多彩な個性に支えら

れています。地形や自然がもたらす景観、歴史や文化の

蓄積、商店街のにぎわいやまちの雰囲気など、それぞれ

の地域に重層的に息づく多彩な顔が、国内外の人々を惹

きつける都市の磁力となります。

成熟期を迎えた東京が、これからも選ばれ続けるため

には、引き継いできたストックも生かしながら、各地域の

個性を磨き上げ、東京全体の魅力と活力を高めていく必

要があります。

3） 交流・連携の強化

東京の活力は、世界や日本各地を行き交う人・モノ・情

報の交流に支えられています。広域的な交通・情報ネット

ワーク、グレーター東京圏としての一体的な発展、地域間

の役割分担と連携などの結びつきが、東京の集積を国

内外に循環させ、日本の持続的な成長を支えます。

人口減少局面においてもなお東京が活発であり続ける

ためには、東京圏を越えた多様な地域との結びつきを深

め、地域間の交流・連携を一層強化していく必要があり

ます。

2） 人中心のまちづくり

コロナ禍を契機に、人々が都市に求める価値は多様化

し、都市機能の充実や利便性の向上に加え、快適性や居

心地の良さを求める傾向が強まっています。歩いて楽し

める街並み、身近な緑や水辺、人と人がふれあう場など

人の視点に立った都市空間は、成熟都市としての魅力を

高めます。

価値観やライフスタイルの多様化を踏まえ、人中心の視

点で、働く、憩う、遊ぶ、住まうなど、人々の多様な活動

を支えるまちづくりを進めていく必要があります。

個性 ゆとり 公共空間 インフラ 拠点夜間景観

出典：
東京都生活文化局「『第49回隅田川花火大会』開催決定！」
東京都産業労働局「東京観光バリアフリー情報ガイド」
東京都都市整備局「PARK STREET TOKYO 令和４年度の取組実績」
東京都生活文化局「都政レポート」（２０２５年９月２９日）
東京都産業労働局「観光振興実行プラン」
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(2) 都市づくりの７つの戦略

戦略1) 持続的な成長につながる個性ある多様な拠点の形成

国際ビジネスや歴史・文化、水辺・緑をはじめ、地域の個性とポテンシャルを生かした

拠点を形成するとともに、多様な拠点の連携を通じて新たな価値を生み出し、東京全

体の活力を高め、持続的な成長につなげていきます。

戦略3) 災害から命と都市活動を守るレジリエンスの強化

大規模地震や豪雨などの災害に対し、より強い東京への再生を見据えて平時から備

えを進め、日常の安心を守るとともに、様々な災害時にも都市活動を維持し、迅速かつ

着実な復興につなげていきます。

戦略5) 暮らしを支える住まいと身近な生活圏の充実

多様な価値観やライフスタイルが広がる中で、一人ひとりが孤立することなく自分ら

しく暮らし続けられるよう、住まいと身近な生活圏を一体的に充実させ、利便性とゆと

りを備えた生活環境を整えていきます。

戦略7) 歴史・文化、芸術・スポーツに触れられる機会の拡大

東京に受け継がれてきた歴史・文化を地域の個性として生かすとともに、芸術・スポ

ーツを日常の中で身近に楽しめるようにすることで、人々の心の豊かさと健康を育み、

東京ならではの魅力を高めていきます。

戦略2) 自由な往来と活発な交流を広げるネットワークの進化

道路や鉄道を最大限に生かしながら、多様な交通モードと新たな技術を組み合わせ、

人やモノの自由な行き来を支えるとともに、情報基盤の充実により距離や時間の制約

を超えたつながりを生み出し、都内各地から全国、世界へと活発な交流と連携を広げて

いきます。

戦略4) 持続可能な都市モデルを構築し地球環境の変化に適応

気候変動や資源・エネルギーの制約など、世界の都市が直面する課題に対し、先端技

術を生み出す力と市街地から自然豊かな山地・島しょ地域までを併せ持つ東京の強み

を生かし、快適に暮らせる持続可能な都市モデルを構築していきます。

戦略6) 多彩な緑と水が織りなす新たな恵みの創出

東京の多彩な緑と水を守り、育て、そのつながりを広げるとともに、それぞれの地域

で自然が持つ力を生かすことで、新たな恵みを生み出し、人々の日常に潤いと安らぎを

もたらしていきます。
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７つの戦略に沿った都市づくりの着実な実施に向け、戦略ごとに政策方針を掲げ、具体的な取組につなげていきます。取組については、到達イメージと具体的な取組内容を示します。

政策方針‐1
個性ある拠点を軸でつなぎ新たな価値を生む

政策方針‐2
世界をリードする
国際ビジネス交流都市を持続させる

政策方針‐3
多摩の個性と知が交わる
イノベーション拠点を形成する

政策方針‐4
臨海部が区部中心部と一体的に発展し
新たな価値を創造する

政策方針‐21
市街地を集約しメリハリある地域構造を形成する

政策方針‐22
多様な機能にアクセスし自分らしい暮らし方を選べる

政策方針‐23
高齢者や障害者が生きがいを持ち
子供たちが健やかに成長できる環境を整える

政策方針‐24
東京の魅力を生かした多様な住まいを実現する

政策方針‐25
良質な住宅ストックを次世代へつなぐ

政策方針‐26
多摩ニュータウンを再生し豊かな暮らしのモデルを広げる

政策方針‐5 国内外の人・モノの活発な交流を支える空港機能を強化する

政策方針‐6 人やモノの移動を支える道路ネットワークを形成する

政策方針‐7 鉄道による快適な移動を実現し都市の交流を支える

政策方針‐8 道路や駅を人中心の空間に再編し交流とにぎわいを広げる

政策方針‐９ 暮らしと経済を支える次世代物流ネットワークを構築する

政策方針‐１０ 舟運と次世代エアモビリティで新たな移動を生み出す

政策方針‐1１ 情報が距離や時間を越えてつながる

政策方針‐31
歴史・文化を生かし都市の魅力を磨き上げる
Old Meets New

政策方針‐32
芸術が身近に息づく都市を実現する

政策方針‐33
東京ならではの景観を生かし
観光都市としての魅力を高める

政策方針‐34
スポーツが暮らしの中に溶け込んだ都市をつくる

政策方針‐12
震災に強く都市機能を止めない都市をつくる

政策方針‐13
激甚化する水害に負けない都市を実現する

政策方針‐14
様々な自然災害に備え
都市のレジリエンスの底上げを図る

政策方針‐15
災害後も都市活動と暮らしを
速やかに立て直す復興力を高める

政策方針‐1６
都市インフラを将来も健全に使い続ける

政策方針‐1７ 脱炭素社会を支える強靭な都市エネルギーシステムを実現する

政策方針‐1８ 自然の力を生かすグリーンインフラを都市に実装する

政策方針‐1９ 酷暑に強い都市環境を実現する

政策方針‐２０ 資源循環のエコシステムを実現する

政策方針‐27 あらゆる場所で緑を感じられる都市をつくる

政策方針‐28 農のある暮らしと多面的な価値を未来へつなぐ

政策方針‐29 水辺を生かし人々をつなぐ

政策方針‐30 島しょならではの魅力と価値を守り育てる

01 02 03 04 05 06 07

持続的な成長につながる
個性ある多様な拠点の形成01

自由な往来と活発な交流を広げる
ネットワークの進化02

災害から命と都市活動を守る
レジリエンスの強化03

持続可能な都市モデルを構築し
地球環境の変化に適応04

暮らしを支える
住まいと身近な生活圏の充実05

多彩な緑と水が織りなす
新たな恵みの創出06

歴史・文化、芸術・スポーツに
触れられる機会の拡大07
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政策方針１ 個性ある拠点を軸でつなぎ新たな価値を生む

政策方針２ 世界をリードする国際ビジネス交流都市を持続させる

政策方針３ 多摩の個性と知が交わるイノベーション拠点を形成する

政策方針４ 臨海部が区部中心部と一体的に発展し新たな価値を創造する

持続的な成長につながる個性ある多様な拠点の形成
戦略
01
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持続的な成長につながる
個性ある
多様な拠点の形成

戦
略01個性ある拠点を軸でつなぎ新たな価値を生む

多彩な個性が息づく拠点や地域を育てるとともに、それらを有機的に結び付けることで、東京全体へ魅力や活力を広げ、新たな価値を生み出します。
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政策方針1

取組1 個性ある拠点の形成

 まちを物語る自然や文化、人々の営み、産業・商業・業務機能の集積など、各地域が

有する特性や強みを捉え、多彩な個性が息づく拠点や地域の将来像を都市計画区

域マスタープラン等に示し、様々な主体との共通認識を形成します。

 拠点や地域の将来像を踏まえ、地域のアイコンとなる建造物や中小ビルをはじめ、

既存ストックなどの地域資源も積極的に活用しながら、個性を生かす都市機能の導

入・更新と多様な活動の展開を区市町村と連携して推進します。

 建築物や公共空間、街並み等を生かしてまちの個性を引き出し、日々の暮らしから

都市を象徴する景観まで、都市計画手法等を活用して、そのまちらしさを体感でき

る都市空間を実現します。

 様々な主体の共創による継続的なまちの運営と都市空間の柔軟な活用を通じて、

新たな担い手や活動を受け入れながら、拠点や地域の個性を持続的に育成します。

【個性の例：国際ビジネス／ものづくり・イノベーション／産業・商業／文化・芸術・

歴史・スポーツ／緑・水辺・農など】

【個性を引き出し育成する手法の例：都市再生特別地区／都市開発諸制度／街区

再編まちづくり制度／街並み景観重点地区／農の風景育成地区／特別用途地区

／地区計画／税制優遇など】

 人口減少下においても、拠点の個性を引き出し持続的に育成していくため、公的な

支援を含め、時代の変化に応じた新たなインセンティブ手法の在り方を検討します。

地域の個性が引き出され、固有の魅力を体感できる

個性ある拠点が持続的に育まれまちの活力が高まる

個性を引き出す手法

都市再生特別地区

都市開発諸制度

街区再編まちづくり制度

街並み景観重点地区

農の風景育成地区

特別用途地区／地区計画

税制優遇 など

都市計画区域マスタープラン等で
拠点・地域の将来像を共有

個性を生かす都市機能の導入・更新
多様な活動の展開

様々な主体の共創
によるまちの運営

個性ある拠点の形成

拠点や地域の個性の持続的な育成

地域の個性・強み（地域資源）
自然・文化・人々の営み、産業・商業・業務機能の集積等

新たなインセンティブ手法の検討

個性ある拠点形成の推進イメージ
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取組2 地域特性に応じた拠点の機能強化

 都市開発諸制度等を活用し、地域の個性やニーズを踏まえた都市機能の導入や既存

基盤の再編・強化とともに、質の高い緑の創出や良好な景観の形成、地域の多様な

活動を支える場を創出します。

【地域の多様な活動の例：アニメ・サブカルチャー、コンテンツ産業など】

【場所の例：池袋駅周辺、中野駅周辺など】

 商店街や文化施設等の地域資源や既存ストックを活用し、まちの個性を引き継ぎつ

つ、国内外から人々を惹きつける交流拠点の魅力向上を一体的に推進します。

【例：上野駅周辺、浅草駅周辺、吉祥寺駅周辺、神田・神保町周辺など】

 市街地再開発事業や街区再編まちづくり制度を活用し、主要な駅周辺における小規

模敷地の共同化や高経年マンションの機能更新などを推進します。

【例：渋谷駅周辺など】

 民間開発の機会を捉えて、周辺市街地のリノベーションや公共空間の質の向上など

開発区域外における市街地更新を一体的に推進します。

【例：神田、新虎通り沿いなど】

 公共空間の利活用や屋外広告等による収益化やファンドによる資金調達の仕組み

を構築し、地域の更なる価値向上につながる、エリアマネジメント組織の自律的で持

続可能な運営を支援します。

【例：靖国通り、浅草通りなど】

地域の個性に応じた拠点が形成され多様な活動が広がる

開発や更新の効果が周辺に広がり、拠点全体の価値が高まる

個性ある拠点や地域のイメージ

地域特性に応じた拠点の機能強化の推進イメージ

出典：東京都都市整備局「街区再編まちづくり制度を活用した
既存ビルのリノベーションによる再生まちづくり」

駅

エリアマネジメントの収益化の例

公共空間の質向上

周辺市街地のリノベーション

一定規模
以上の開発

一定規模
以上の開発

屋外広告物の展開 公共空間の利活用



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

50

取組3 既存ストックを生かした軸形成

 複数の拠点や地域を結び、それぞれの個性や機能を生かして相乗効果を生み出す

軸・クラスターを見いだし、行政界を越えた連携の下、個別のまちづくり方針等に位

置付けます。

 道路や河川、鉄道等のインフラにおいてウォーカブルな空間を創出するとともに、個

性ある拠点や地域のつながりを生み出し、魅力ある都市の軸を形成します。

 軸に沿ってまちとの接点を連ね、線から面へと広がる一連の都市空間を形成します。

 軸の形成に当たっては、既存ストックの機能や役割等に関する関係者間の認識共有

の下、複数のまちづくりとの連動、共同貢献、官民連携の取組を通じて、整備を進め

ます。

【軸のイメージ：水辺・緑の活用／道路空間の再編・活用／インフラ再生など】

 複数の拠点や地域を巡る人の往来を軸全体に広げ、人々の偶然の出会いや交流を

促進するため、グリーンスローモビリティなど地域特性に応じた安全で多様な移動

手段を充実させます。

 LRT等の次世代交通の導入可能性の検討や、無電柱化・緑化等により沿線環境の魅

力を高め、拠点間の回遊性向上や軸の価値創出を推進します。

 軸・クラスターを構成する拠点や地域の異なる個性を束ね、東京ならではの魅力と

してブランディングすることで、人、知識、投資等を引き付け、新たな価値を持続的

に創出します。

魅力ある都市の軸で拠点と地域がつながる

人が軸を巡り、交流から新たな価値が生まれる

軸のイメージ（水辺・緑の活用）

【例】

 日本橋川 ： 新産業育成金融軸 （大手町・日本橋・兜町）

 隅田川・江東内部河川 ： 下町文化軸 （錦糸町・押上）

 狭山・境緑道 ： 自然観光軸 （武蔵境・多摩湖）

 多摩川・秋川渓流域 ： レクリエーション軸 （青梅・武蔵五日市） など

出典：東京都都市整備局「日本橋川周辺のにぎわい
創出に向けた基本方針（取組方針Ver.1）」

（令和７年７月）

※軸の名称はイメージです。

拠点

拠点

拠点

拠点

緑と水のネットワークに着目した軸のイメージ

日本橋川
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軸のイメージ（インフラの再生）軸のイメージ（道路空間の再編・活用）

その他の軸のイメージ

【例】

 ベイエリア：都心・臨海ビジネス交流軸 （品川・臨海部・新橋・虎ノ門・高輪）など

【例】

 丸の内仲通り ： 中枢機能集積軸 （大手町・丸の内・有楽町・日比谷）

 銀座通り ： 高度商業集積軸 （銀座・京橋・日本橋）

 上野公園・浅草通り ： 江戸文化軸 （谷中・上野・浅草・隅田川・押上）

 表参道・骨董通り ： ファッション・アート軸（原宿・青山・六本木） など

丸の内仲通り

道路を介した機能連携や役割分担のイメージ

拠点 拠点 拠点

商業•観光
の集積

主要な
ターミナル駅

金融•ビジネス
交流の集積

導入機能の連携や役割分担

創薬•医療
ビジネス
の集積

都市再生プロジェクト
の連携等

都市再生
プロジェクト

の連携等

出典：東京都都市整備局「PARK STREET TOKYO」

【例】

 KK線（旧東京高速道路） ：国際観光軸 （京橋・有楽町・銀座・新橋）

 東京さくらトラム（都電荒川線）：沿線まちづくり軸 （早稲田・東池袋・王子・町屋）

 築地川 ：アメニティ軸 （銀座・築地） など

既存インフラの再生に着目した軸のイメージ

拠点

拠点

拠点
文化
施設

公園

アメニティ軸

国際観光軸
利用用途の変更

沿線まちづくり軸

店舗

出典：東京都都市整備局「東京高速道路（ＫＫ線） 再生方針
～ Tokyo Sky Corridor の実現に向けて ～」

（令和３年３月）

KK線（旧東京高速道路）

※軸の名称はイメージです。

再生方針における将来イメージ
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取組4 新規インフラの整備を契機とした軸形成

 地域の新たな軸となるインフラ整備等を契機として、沿線各地域の特性を生かした

将来像を都・地元自治体・関係者で共有し、その実現に向け連携してまちづくりを推

進します。

【例：立地適正化計画など】

 インフラ整備に伴う交通利便性の向上を生かし、既存ストックの活用やウォーカブル

な空間の創出など、軸の沿線地域における新たな交流や地域活性化を促す機能の

導入を促進します。

 インフラ整備を契機に、都市開発諸制度等も活用し、既存の市街地との調和を図り

つつ、駅周辺における都市機能の集積や公共空間の再編を進め、軸形成に向けた拠

点づくりを進めます。

 インフラ整備に伴う人の流れや交通需要の変化を踏まえ、既存のバス路線の見直し

など、地域特性に応じた安全かつ効率的で利便性の高い地域公共交通ネットワーク

への再編を促進します。

新たな交通軸を中心に拠点が形成され沿線の魅力が高まる

軸のイメージ（インフラの新規整備）

【例】

 都心部・臨海地域地下鉄、高速晴海線 ： 国際ビジネス交流軸

（都心・築地・豊洲・有明・ビッグサイト）

 東京８号線（有楽町線） ： 押上・臨海観光軸 （豊洲・東陽町・錦糸町・押上）

 東京12号線（大江戸線） ： 新生活創造軸（光が丘・大泉学園町）

 多摩都市モノレール ： 新生活創造軸（東大和・武蔵村山・瑞穂） など

インフラ整備に着目した軸のイメージ

拠点駅

重点的に整備する拠点駅

重点的に整備する拠点駅

鉄道整備

拠点ごとの個性を育成、

沿線の価値・魅力を向上

拠点駅

拠点駅

※軸の名称はイメージです。

多摩都市モノレール
出典：多摩都市モノレール株式会社提供
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持続的な成長につながる
個性ある
多様な拠点の形成

戦
略01世界をリードする

国際ビジネス交流都市を持続させる
世界中から人材や企業、知識を惹きつけ、多様な交流や挑戦を通じて新たな価値が創出され続ける都市の実現を目指します。
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政策方針2

取組1 国際的なビジネスや交流を支える環境の形成

 国際ビジネス交流ゾーンでは、都市開発諸制度や都市再生特別地区等を活用し、エ

リアの特性や役割に応じた都市機能の導入、産業の集積、メリハリのあるオフィス供

給等を図り、地域の特色を伸ばしながら持続的な更新を進めます。

 ゾーン内の拠点の形成に当たっては、世界水準のオフィスをはじめ、国際競争力の

強化に資する都市機能の導入と、これらを支える都市基盤の整備を一体的に誘導し

ます。

【例：東京駅周辺、日本橋周辺、六本木・虎ノ門周辺、品川駅周辺、新宿駅周辺、渋谷

駅周辺など】

世界水準の都市機能が更新され、国際都市の価値が高まる 質の高い環境が整い、世界から人を惹きつける

 既存のホール・劇場などの改修・建替えの推進をはじめ、国際会議や文化イベント、

ビジネス交流を支える拠点機能を強化します。

 ユニークベニューの活用や豊かな食文化、ナイトタイムの充実などを組み合わせ、国

際会議から滞在までが一体となった都市型MICE環境を形成します。

【例：東京駅周辺、六本木・虎ノ門周辺、品川駅周辺、臨海部など】

 サービスアパートメントなどグローバル人材の多様な滞在ニーズに応じた居住機能

を誘導するとともに、インターナショナルスクールをはじめ医療や子育てなど生活環

境を充実させます。

【例：六本木・虎ノ門周辺など】

 公有地を戦略的に活用し、地域資源を生かした魅力的な都市環境の形成と迎賓・ホ

スピタリティ機能の導入を進めることで、世界中から多様な人々を出迎え、交流を生

み出し、新たな文化を創造・発信します。

【例：築地など】

 開発区域内にとどまらず、遠隔地における緑地や農地の保全、周辺等の老朽ビルの

再編やリノベーションなど、開発区域外における課題解決を一体的に推進します。
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取組2 集積を生かしたイノベーションの創出

 都内全域を実証フィールドとして展開し、国内外のスタートアップ、企業、大学等の

多様なプレイヤーの交流を促進することで、領域を超えた新たなイノベーションを創

出します。

 世界水準の大学や研究機関、産業等の集積を生かし、国内スタートアップやグローバ

ル企業等が出会う機会を創出し、オープンイノベーションを促進します。

【例：日本橋、本郷、品川・高輪、新木場、臨海部など】

 スタートアップ企業の活動の場の創出に向け、中小ビルや倉庫などのリノベーション

による既存ストックの活用をファンド等のスキームも導入しつつ促進します。

【例：渋谷駅周辺、五反田駅周辺など】

 ビジネスマッチング促進機能の導入やインキュベーション施設の整備を誘導し、起業

家やスタートアップ企業の創業を支援します。

【例：田町駅周辺など】

挑戦を求める企業が集まりイノベーションが生まれる

多様な出会いから新産業につながる価値が生まれる



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

持続的な成長につながる
個性ある
多様な拠点の形成

戦
略01多摩の個性と知が交わる

イノベーション拠点を形成する
多摩が持つ大学・研究機関・企業の集積、豊かな居住環境、広域交通ネットワークなどの強みを生かし、多様な人材や知識の交流を促進することで、多摩発のイノベーションを創出します。
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政策方針3

取組1 産学官連携を生かした事業創出基盤の形成

 多摩イノベーション交流ゾーンにおいて、大学、研究機関、ものづくり企業等の多様

な集積を生かし、産学官連携による新たなイノベーションの創出を推進します。

 大学、研究機関、企業との連携により、先端技術を活用したスマート農業や高付加価

値農業の展開を促進し、食・農分野における競争力ある産業拠点を形成します。

 市町村等と連携し、農林業やものづくりなど多摩の豊かな地域資源・技術を生かし

た創業支援や企業誘致を進め、地域発のスタートアップや新産業の創出を促進しま

す。

 大規模工場跡地、都営住宅の建替えによる創出用地などを活用し、地元自治体や民

間企業などとの連携により、多様な人材が交流できる拠点づくりを推進します。

 都有地等を活用した産業交流拠点の形成・運営や大学・研究機関等との連携により、

一体となったまちづくりを推進します。

【例：東京都立大学など】

多摩の知と技術が結び付き新たな産業が生まれる 多摩内外の拠点がつながり人や情報の交流が活発になる

 多摩地域における拠点間の連携促進に向け、道路・交通ネットワークの整備を契機

とした周辺のまちづくりを推進します。

 多摩南北・東西道路、多摩都市モノレールなどの地域内の道路・交通ネットワークの

整備を推進し、地域内の拠点同士の連携の強化を図ることで、多摩の自立的発展を

推進します。

【例：府中所沢・鎌倉街道線、新五日市街道線、南多摩尾根幹線等】

 多摩地域の広域的な交流を支えるリニア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）や横田基

地などへのアクセス向上に向けて、周辺道路の整備を着実に推進します。

 圏央道やリニア中央新幹線、中央線複々線化といった広域的な道路・交通ネットワー

クの強化を生かし、中枢広域拠点域内の拠点や相模原市等の隣接する都外の拠点

との交流強化を図り、新たなビジネスチャンスを創出します。

 次世代公共交通等の新たな交通モードの導入可能性を含め、大学・研究機関・産業

拠点間等を結ぶ多様な交通環境を整備します。

 多摩のポテンシャルを生かした研究開発から農林業、芸術・文化、観光等に至る多様

な分野を横断した交流を活発化します。

地域資源が生かされ多様な人材が交流・挑戦できる

取組2 道路・交通ネットワークによる交流・連携の強化

分野を越えた交流が広がり新たなビジネスチャンスが生まれる
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取組3 多様な人材が集い、暮らし、活躍する環境の形成

 大学や研究機関の集積を生かすとともに、海外大学や国際教育機関の立地・活動を

促進し、インターナショナルスクール等の教育機能の充実を図ることで、世界中から

学生や研究者、高度人材を惹きつける教育・研究環境を形成します。

 研究・学術・ものづくりと日常生活が共存する多摩らしいイノベーション環境を形成

します。

 既存の居住環境に配慮しつつ、住宅地におけるサテライトオフィス等のテレワーク環

境や子育て支援機能を誘導します。

 空き家や団地の空き住戸等も活用し、留学生や若い研究者等が地域に滞在し、地域

コミュニティと関わりながら研究・創業に挑戦できる生活・交流基盤を充実させます。

世界中から多様な研究・ものづくり人材が集まる

多摩に暮らし、交流しながら研究や創業に挑戦できる

出典：東京都都市整備局「東京における都市計画道路の整備方針」（令和８年３月）を基に作成

多摩地域における将来の道路・交通ネットワークのイメージ
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持続的な成長につながる
個性ある
多様な拠点の形成

戦
略01臨海部が区部中心部と一体的に発展し、

新たな価値を創造する
先端技術の実装フィールドとしてのポテンシャルやスケール感のある水辺の立地を生かし、新たな産業のショーケースやアフタービジネスの場としての機能を発揮し、中枢機能が集積する

区部中心部と一体となって東京全体の魅力と活力を高めます。
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政策方針4

 臨海部の骨格となる鉄道や道路の整備、次世代交通の導入を進め、区部中心部と臨

海部の各エリアの一体的な発展を支える広域交通ネットワークを形成します。

【例】 鉄道 ： 都心部・臨海地域地下鉄、羽田空港アクセス線、東京８号線

道路 ： 高速晴海線、第二東京湾岸道路 など

 臨海部をデジタル・先端技術の実装フィールドとして、環境・防災・モビリティ等の幅

広い分野で技術の導入を先導し、先進的な都市モデルの構築を推進します。

 水素等の新エネルギーや浮体式太陽光発電による再生可能エネルギーの活用を進

め、環境負荷の低減とエネルギーの面的利用等から持続的な都市活動を支える環境

先進エリアを形成します。 【例：晴海、青海など】

 世界を惹きつける食文化を生かし、にぎわいにあふれる観光・交流エリアを創出しま

す。 【例：築地、豊洲など】

 既存市街地の地域資源を活用し、居住機能と下町文化が調和したエリアを創出しま

す。 【例：月島など】

 将来的な第二東京湾岸道路の整備に併せて、沖合空間を活用した港湾機能の強化

を推進します。

 まとまった低未利用地や倉庫の大空間など、臨海部の地域資源を再生するとともに、

土地利用転換等により、新たな都市活動やイノベーションを生み出す場を創出しま

す。

【例：新木場、辰巳、潮見、枝川など】

都心部と臨海部が一体的につながり活動と交流が広がる

エリアや拠点ごとの個性が際立つ

取組1 臨海部の特性を生かした先導的な拠点形成

臨海部の土地利用転換により新たな活動の場が生まれる

 水辺に広がる公園・緑地の整備に加え、歩行者中心の道路空間等と海に開かれた建

物を一体的に活用し、道路の緑化や建築物における立体的な緑の創出により、水と

緑が調和した魅力ある都市空間を形成します。 【例：有明、辰巳、台場など】

 大規模な国際会議やイベントに対応するMICE機能を強化し、国内外から人・技術・

知見を呼び込み、新たな出会いとイノベーションを創出します。【例：品川、築地、有

明など】

 アフターMICEの充実や非日常を味わえる水上施設等の活用や昼夜を通じてエン

ターテインメントを楽しめる環境づくりにより、来訪者の交流やまちでの滞在を促進

します。 【例：台場、築地など】

 水辺に近接する立地特性を生かし、周囲と調和した建築物の景観を形成するととも

に、水や緑へ抜ける視点場を設置し眺望を確保します。

 東京2020大会の競技施設、公園等を核として、水辺空間や大規模なオープンス

ペースなどの臨海部の特性を生かしたまちづくりを推進します。 【例：有明、辰巳、

新木場、海の森など】

 スポーツ施設、公園、公開空地等を、民間の創意工夫も生かしつつ一体的に活用し、

日常の中でスポーツに触れられる場を創出します。

 大規模スポーツ施設やその周辺に商業・宿泊機能の導入や広場・歩行者空間の整備

を誘導し、公園や水辺とも一体となった滞在・回遊のにぎわいを創出します。

 臨海部の水辺空間を生かし、マリンスポーツや水上アクティビティなどを安全に楽し

めるレクリエーション空間を形成します。 【例：台場、海の森、有明など】

広がりのある水と緑を生かしたにぎわい機能が集積している

スポーツを核に多様な楽しみとにぎわいが広がる

取組2
水辺と広がりのある空間を生かした
交流・にぎわいの創出
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取組3 シームレスな交通・回遊ネットワークの形成

 骨格を担う鉄道等と地域公共交通との交通結節機能を強化するとともに、舟運、次

世代エアモビリティ等にも対応するモビリティ拠点を形成します。

 舟運等を含む多様な移動手段を充実し、通勤・通学や買物など、臨海部における日

常の交通利便性を向上させます。

 端末交通の充実や歩行者・自転車の移動環境の整備により、最寄り駅等からスポー

ツ施設や公園等への円滑なアクセスを確保します。

 海や運河に面する臨海部ならではの特性を生かし、水辺を巡る歩行者ネットワーク

の整備や眺望の確保により、日常における水との接点を拡大します。

先進的なモビリティで円滑な移動ができる

まちと水辺がつながり臨海部を巡ることができる

都心部・臨海地域地下鉄構想 想定ルート・駅位置

出典：東京都都市整備局「都心部・臨海地域地下鉄構想 事業計画検討会 事業計画案（令和４年１１月）」

※現時点での検討結果であり、今後事業の進捗により変更の可能性がある
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政策方針５ 国内外の人・モノの活発な交流を支える空港機能を強化する

政策方針６ 人やモノの移動を支える道路ネットワークを形成する

政策方針７ 鉄道による快適な移動を実現し都市の交流を支える

政策方針８ 道路や駅を人中心の空間に再編し交流とにぎわいを広げる

政策方針９ 暮らしと経済を支える次世代物流ネットワークを構築する

政策方針１０ 舟運と次世代エアモビリティで新たな移動を生み出す

政策方針１１ 情報が距離や時間を越えてつながる

自由な往来と活発な交流を広げるネットワークの進化
戦略
02
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国内外の人・モノの活発な交流を支える

空港機能を強化する
世界との人やモノ、ビジネスの往来を支える空の玄関口としての機能を高めることで、東京の国際競争力を強化し、更なる交流と発展につなげます。

政策方針5

 将来も増加する航空需要に対応するため、安全や環境対策、港湾機能との共存に配

慮しつつ、将来的な新規滑走路の整備など、容量拡大に向けた施設整備や空港機能

の強化を国に求めるなど、更なる機能強化に取り組みます。

 旅客ターミナル間の移動や国内線・国際線間の乗継の円滑化等の更なる機能更新を

支援していきます。

 ビジネスジェットの発着枠及び駐機場増設等の受入環境の整備やFBO・CIQ等の

関連サービスの改善を国に対して求めるなど、更なる受入拡大に取り組みます。

 羽田空港跡地については、産業・交流機能等を備えたまちづくりを推進するととも

に、旧整備地区については、拠点空港としての機能拡充に向け、国及び地元区と連

携して取り組みます。

空港機能の強化により航空需要の増加に対応できる

自由な移動を好むビジネスパーソンがいつでも東京に来ることができる

取組1 国際競争力を高める羽田空港機能の強化

 羽田空港と国際競争力の高い拠点を結ぶ羽田空港アクセス線～都心部・臨海地域地

下鉄や新空港線等の事業を着実に推進し鉄道アクセスを強化します。

 羽田空港と成田空港を結ぶアクセス機能の強化を促進し、デュアルハブとしての国

際競争力の強化を推進します。

 国道357号多摩川トンネル等、空港とつながる広域幹線道路の整備を国に対して

継続的に求めていきます。

 羽田空港や成田空港の利用者が多く集まる主要ターミナル駅における円滑な乗継

ぎを実現するバリアフリー施設等の整備を支援します。

 舟運などの多様な交通モードの活用により、時間帯や目的に応じた羽田空港へのア

クセス機能を強化します。

 広域アクセスの選択肢拡充に向け、 空港と都内各地や近隣県を結ぶ次世代エアモビ

リティの導入を推進します。

首都圏各地から空港へより円滑に移動できる

空港への多様なアクセス手段を選ぶことができる

取組2 シームレスな空港アクセス環境の形成
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 横田基地における軍民共用化の実現に向け、日米協議の進展を国に対して継続的

に働きかけます。

 横田基地周辺の道路・公共交通基盤を整備し、多摩地域や首都圏西部から基地への

アクセス機能の強化を図ります。

横田基地の軍民共用化の実現に向けた取組が進んでいる

横田基地へのアクセスが充実している

取組3 首都圏西部地域の航空利便性の向上

羽田空港へのアクセス強化のイメージ

※都心部・臨海地域地下鉄：現時点での検討結果であり、今後事業の進捗により変更の可能性がある

池袋
新宿

東京テレポート

大井町

田町

羽田空港国内線ターミナル
蒲田

京急蒲田

渋谷

品川

東京

大崎

凡例

羽田空港アクセス線・新空港線

既設路線

アクセスが強化される方面（イメージ）

都心部・臨海地域地下鉄※
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人やモノの移動を支える道路ネットワークを形成する

道路ネットワークの形成と交通の円滑化により、人やモノの自由な移動を確保し、都民生活や都市活動を支えるとともに、自動運転などの新たな技術も活用しながら、交通事故や渋滞の

ない安全で快適な道路交通環境を実現します。

政策方針6

 高速道路や骨格幹線道路、補助幹線道路の整備を着実に進め、経路選択の自由度

の高い道路ネットワークを形成し、平時、災害時の移動の円滑化を図ります。

 国、高速道路会社等との連携により事業スキームを検討し、広域道路ネットワークの

具体化を推進します。

＜高速道路＞

 グレーター東京圏の交流・連携強化に向け、三環状道路の整備を促進するとともに、

ミッシングリンクの解消や広域的な交流・連携を促す路線の検討を進めます。

【港湾機能を最適化し空港間の連携強化により首都圏全体を支える路線】

外環道（湾岸道路～東名高速）、高速晴海線、第二東京湾岸道路

【首都圏北西部や多摩地域と都心とのアクセス強化を図り交流・連携を促す路線】

高速10号練馬線、核都市広域幹線道路、多摩新宿線

＜骨格幹線道路＞

 都市の骨格をなす道路網の整備を推進し、都内や隣接県を広域的に結ぶネットワー

クを形成します。

＜補助幹線道路＞

 骨格幹線道路や鉄道駅を結ぶ道路整備を着実に進め、地域を支えるネットワークを

形成します。

充実した道路ネットワークが人やモノの安定した移動を支える

取組1 広域交流を支える道路ネットワークの形成

 連続立体交差事業を計画的に進め、踏切に起因する交通渋滞や地域分断の解消を

進めます。

 まちづくりの進展や周辺環境に応じて、単独立体交差事業や踏切道の拡幅なども組

み合わせた総合的な踏切対策を推進します。

 多摩地域を中心に、道路幅員の狭い片側一車線の交差点に右折車線を整備し、ボト

ルネックとなる交差点渋滞を効果的に緩和します。

 ETC2.0や混雑状況に応じた料金設定の活用、交通管制及び情報提供を組み合わ

せ、交通流の平準化と災害・事故時の迂回誘導を推進します。

 自動運転の都内全域への普及を見据え、高速道路や幹線道路等における優先・専用

走行空間や交通制御の高度化、スマートIC等の機能強化による交通流の最適化を

図ります。

 自動運転バス・ロボタクシー等の安全かつ円滑な運用環境の形成に向け、駅前広場

やモビリティハブ等における乗降空間の確保や、駐車場等の既存空間の有効活用に

よる待機・充電空間等の確保に向けた取組を推進します。

 AI等を活用して、まちの移動需要と交通状況をリアルタイムに把握し、自動運転車

の配車・運行の最適化を図ることで、人とモビリティが円滑に行き交う交通環境を

実現します。

踏切や交差点の渋滞がなくなり地域がつながる

自動運転などの新たな技術により渋滞が減少する

取組2 道路交通の円滑化と次世代交通への対応
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都市計画道路ネットワーク

出典：東京における都市計画道路の整備方針 都市計画道路（令和８年７月１日版）
及び東京における都市計画道路の整備方針（令和８年３月）をもとに作成

出典：東京都都市整備局「高速道路の概要」を基に作成

高速道路ネットワーク

供用中

事業中または都市計画決定済み

検討路線

構想路線

空港・飛行場

港湾

令和８年11月現在
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鉄道による快適な移動を実現し都市の交流を支える

人や地域を広く結び、駅を起点としたにぎわいや交流を生み出すとともに、誰もが快適に利用できる環境を整えることで、東京の活力と魅力を高めます。

政策方針7

世界トップレベルの高密な鉄道ネットワークがさらに充実している

取組1 交流と連携を支える鉄道ネットワークの形成

 ピーク時間帯の鉄道混雑緩和に向け、オフピーク通勤やテレワーク等の普及啓発を

推進します。

 AIなどの先端技術を活用した混雑の緩和と快適な鉄道利用に向けた取組を促進し

ます。

 エレベーター等によるバリアフリールートの複数化、管理者の異なる施設間の段差解

消等を進め、誰もが円滑に移動できる駅空間を形成します。

 高齢者、障害者等に配慮したバリアフリートイレやホームドアの整備を促進し、駅利

用の安心感と安全性を高める環境を整備します。

 AXをはじめとする自動化・省力化技術、設備などの相互融通、仕様の共通化等によ

るメンテナンスの効率化・高度化により、人口減少下においても持続可能な鉄道運

行とサービス水準を確保します。

鉄道の利用時間が集中しないようになっている

誰もが不安なく駅を利用できる

取組2 快適で持続可能な鉄道利用環境の形成

新たな技術が支える安定したサービスが提供されている

 交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」において

示された路線の検討の深度化を図るとともに、整備事業を促進します。

【答申において事業化に向けて検討などを進めるべきとされた路線】

• 羽田空港アクセス線、新空港線、東京8号線、東京12号線、多摩都市モノ

レール（箱根ケ崎方面、町田方面）

• 都心部・臨海地域地下鉄構想：拠点間連携

• 都心部・品川地下鉄構想：拠点間連携

【答申に位置付けられたその他の路線の例】

• 中央線の複々線化：多摩と都心部の拠点間連携、混雑緩和 など

 国内外との交流や拠点間の連携を支える鉄道ネットワークの充実に向けた検討を進

めます。

【例】

• 羽田空港から都心、成田空港等へのアクセス強化

• 東北・上越・北陸新幹線の利便性向上

• 都心から埼玉県・千葉県方面へのアクセス強化 など
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交通政策審議会答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方について」の路線

出典：東京都政策企画局「2050東京戦略～東京 もっとよくなる～」（令和７年３月）

答申において「検討などを進めるべき」とされた路線

答申に位置付けられたその他の路線

国など関係者と連携し、仕組みづくりを進める路線

① 東京８号線(有楽町線)の延伸

② 都心部・臨海地域地下鉄

③ 羽田空港アクセス線

④ 都心部･品川地下鉄(南北線の延伸)

⑤ 新空港線(蒲蒲線)

⑥ 東京12号線(大江戸線)の延伸

⑦ 中央線の複々線化

⑧ 多摩都市モノレールの延伸(町田方面)

⑨ 多摩都市モノレールの延伸(箱根ケ崎方面)

凡例
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道路や駅を人中心の空間に再編し
交流とにぎわいを広げる
東京の強みである高密な鉄道ネットワークに加え、整備が進む道路ネットワークを活用し、駅を中心にまちとつながる多様な交通手段を充実させるとともに、人々が歩き、座り、思い思い

に過ごせる居心地の良い道路空間や駅前空間を生み出します。

政策方針8

「東京ストリート＋」の展開により多様な都市活動で道路が使われている

取組1 人中心の道路空間への再編

 道路空間を車中心から人中心へと再編する東京ストリート＋（プラス）の取組により、

車道・歩道・自転車通行空間等の幅員構成や使い方を見直すことで、地域にゆとり、

にぎわい等の新たな付加価値を創出する新しい道路づくりを進めていきます。

 ビジネスや観光、地域の拠点等において、道路空間再編の先導的なモデルケースと

なるリーディング路線の整備を促進します。

【東京ストリート＋のリーディング路線の例】

• 千代田区 靖国通り、中央通り

• 中央区 八重洲通り

• 新宿区 新宿副都心街路４号線 など

 時間帯やニーズに応じて通行機能と滞在機能を柔軟に切替え、にぎわいの創出や多

様な活動を支える道路利用を促進します。

 歩車道のシームレス化や可変式標識の導入に加え、次世代技術の活用により、機能

的でスマートな道路インフラを整備します。

 歴史や文化、緑や水辺等の地域資源を生かし、路線ごとに個性が感じられる道路空

間の再編を促進します。

 道路空間の再編を契機に、沿道建築物の更新等によるにぎわい機能の導入や周辺

の公開空地との連携、道路空間のデザインと調和した景観形成を図り、道路と沿道

が一体となったまちづくりを進めます。

時間や目的に合わせて道路の使い方を変える

道路空間の再編のイメージ

地域資源や沿道のまちづくりと連動して道路の価値が高まる

出典：東京都都市整備局「東京における都市計画道路の整備方針」（令和８年３月）

道路ネットワークが不十分な地域

道路ネットワークが充実した地域
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 改札内外を円滑につなぐ動線や分かりやすい乗換空間を整備するとともに、タッチ

レス改札等の新たな技術も活用し、誰もが移動しやすいシームレスな駅空間を実現

します。

 多様な交通モードの乗換機能を確保しながら、自動車中心の駅前広場や道路空間を

再編し、緑を感じられ、憩いや待ち合わせ、交流にふさわしい人中心の駅前空間を

形成します。 【例：新宿駅など】

 道路上空デッキや地上・地下の歩行空間等を一体的につなぎ、駅から周辺のまちへ

安全で快適に回遊できる重層的なネットワークを構築します。 【例：品川駅など】

 駐車施設の集約化や適正配置、通過交通を抑える道路空間の再編により、駅周辺へ

の車両流入や路上駐車を抑制し、歩行者が安心して歩き、滞在できる空間を確保し

ます。 【例：池袋駅など】

 駅やその周辺を含めた面的なバリアフリー化を促進し、高齢者や障害者を含む誰も

が気軽に外出できる環境を整備します。

 駅施設の改良、周辺の開発など様々な機会を捉え、駅前空間の計画的な整備を促進

し、交通結節機能を強化します。 【例：飯田橋駅、王子駅、連続立体交差事業関連駅

など】

 駅や駅前広場、地下空間の再整備に併せて、周辺街区の再編や都市機能の更新を進

め、公共空間と建築物を一体的に整備し、魅力ある拠点を形成します。 【例：渋谷駅

など】

 鉄道事業者、関係施設の管理者、地域主体等が連携して駅周辺の空間を一体的に活

用し、人々の活動や交流を促すことで、駅からまちへと広がるにぎわいを創出しま

す。

駅とまちがシームレスにつながり交流が生まれる

駅前や周辺のまちが魅力的な拠点へ生まれ変わる

取組2 駅まち一体による人流とにぎわいの創出

地下鉄駅を中心としてまちの顔ができる

 地下鉄駅の整備に当たっては、周辺の開発やまちづくりとも連携しながら、駅施設

と地上のまちをサンクンガーデン等を介してつなぐとともに、地域の個性を生かし

ながら、駅の存在が地上から感じられるまちの入口を形成します。

 地下鉄駅の整備で創出される地下空間を可変性や柔軟性などを有する余白空間と

して活用し、多様な活動を促すことで人流とにぎわいを創出します。 【例：都心部・

臨海地域地下鉄の新駅など】

 駅周辺に、子育て支援、防災、にぎわいなど、地域のニーズに応じた様々な機能を誘

導します。



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

自由な往来と
活発な交流を広げる
ネットワークの進化

戦
略02

70

暮らしと経済を支える

次世代物流ネットワークを構築する
物流需要の変化や担い手不足などに対応しながら、広域物流からラストマイル配送まで、都市活動を支える物流機能を持続的に確保することで、人々の暮らしと経済を支える強靭な物流

ネットワークを実現します。

政策方針9

東京港の国際競争力が高まる

取組1 広域物流ハブの整備

 ふ頭の新規整備や既存ふ頭の再編整備、港湾物流のDＸ、ターミナルの一体運営、オ

フピーク搬出入の拡大により、東京港の処理能力と効率性を向上させます。

 ふ頭の大水深化など大型化するコンテナ船の受入れ環境の整備を推進します。

 羽田・成田の両空港の機能強化により、増加する国際貨物便への対応を強化します。

 鉄道貨物拠点の機能強化により、環境負荷低減に資する鉄道へのモーダルシフトを

促進します。

 圏央道等の周辺において、東京及び首都圏の物流機能を支え、災害時には救援機能

等を備えた東京西南部物流拠点の整備を促進します。

 区部の流通業務団地をはじめとする既存物流拠点の機能更新や再整備を促進し、

物流ニーズに対応した処理能力を強化します。

空港・鉄道・道路の物流機能が強化される

物流拠点間を時間どおり効率よく輸送できる

取組2 広域物流ネットワークの強化

 東京港等へのアクセス道路の整備や物流施設に直結するインターチェンジの整備促

進等により、物流ネットワークの接続性を強化します。

 自動物流道路に対応した拠点の機能強化の検討を進めるとともに、パレット積替え

の自動化等による効率性の高い広域物流体系を構築します。

 自動運転技術の進展と合わせて、24時間通関の羽田空港の強みを生かし、止まら

ない物流ネットワークを構築します。

高速道路から直接アクセス可能な物流施設のイメージ

高速道路から
直接アクセス

高速道路

一般道路

物流施設
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地域の中で荷物をまとめ、効率よく届けられる

取組3 まちづくりに合わせた地区物流機能の充実

 都市開発や既存駐車場の空き区画の用途転用などの機会を捉え、地区で共同利用

できる集配場や荷さばきスペースの確保を誘導し、周辺の物流需要への対応力を強

化します。

 駅施設や高架下、地下駐車場等の既存ストックを柔軟に活用し、自動配送にも対応

できる地区物流機能を拡充します。

 地区内の集配場等を活用した配送の共同化により、荷物を効率的に届けるとともに、

地区内への車両流入を抑制します。

 地域の特性やニーズに応じた荷さばき環境の適正化に向け、路内・敷地内における

必要なスペースの確保や、駐車施設の台数・配置等に関する地域ルールの策定を促

進します。

 地域の中心部では、フリンジパーキングの活用や荷さばき・歩行者空間の時間帯に

応じた運用により、円滑な配送と安全で快適な歩行環境の両立を図ります。

荷さばきによる車両の集中を抑え歩きやすいまちを保つ

新たな配送手段で配送先まで荷物が届く

取組4 ラストマイル配送環境の充実

 自動配送ロボット、ドローン等によるラストマイル配送を見据え、集配場等から配送

先までをつなぐ走行・運航環境の整備を推進します。

 新たな配送手段の普及に対応し、建物への乗り入れ、発着及び荷物の受渡しに必要

な受入環境の整備を促進します。

 荷物を多様な場所・方法で受け取れる環境の整備を促進し、利用者の利便性向上と

再配達の抑制を推進します。

 貨物輸送の共同化や公共交通を活用した貨客混載、新たな配送手段の導入等を促

進し、交通不便地域における物流機能を確保します。

ニーズに応じた方法で荷物を受け取れる
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舟運と次世代エアモビリティで

新たな移動を生み出す
舟運や次世代エアモビリティなどの新たな移動手段の実装を進めることで、人や地域をより自由につなぎ、新たな交流や回遊を創出します。

政策方針10

舟運で地域を巡り、東京の魅力を楽しめる

取組1 舟運による水上交通ネットワークの形成

 羽田空港や東京港から都心・臨海部のＭＩＣＥ施設、宿泊施設、観光地等までをダイレ

クトに結ぶ航路を形成し、国際的なアクセス機能と広域回遊性を強化します。 【例：

羽田空港、日本橋、浅草、台場、浜松町、五反田など】

 日常的な移動需要に対応した航路の実装や陸上交通との乗換環境の整備を進め、

都市における身近な移動手段としての舟運の定着を図ります。

 水辺に顔を向けた建築やライトアップによる夜間景観等、舟旅ならではの視点から

都市の魅力を楽しむ観光・交流にも活用します。

 防災船着場の活用等とともに、マイクロモビリティ等と舟運とのシームレスな接続環

境を整え、水辺の交通結節機能を強化します。 【例：日本橋川など】

舟運のネットワークイメージ

出典：東京都都市整備局「舟運活性化に向けた取組総括（令和５年３月）」
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都市の中に空の移動が実装される

取組2 次世代エアモビリティネットワークの形成

 次世代エアモビリティの活用に向け、国と連携して制度、運用等のルールの整備を

進め、東京から先行的な実装を推進します。

 民間開発や既存ビル屋上の活用等によるバーティポートの整備を誘導し、交通手段

の一つとしての次世代エアモビリティの普及を促進します。

 都内各地と空港、近隣県等を結ぶ広域的な次世代エアモビリティネットワークを構築

し、広域アクセスや都市間の移動利便性を向上させます。

 医療・救急搬送、災害時対応等をはじめ、多様な分野での次世代エアモビリティの活

用を推進します。

空飛ぶクルマの実装のイメージ

出典：東京都「東京都空飛ぶクルマ実装プロジェクト Version1 概要版」

観光遊覧 空港アクセス 都市内移動 都市間移動 島しょアクセス 災害救助/物資・人員輸送
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 主要公共施設等の周辺、主要道路など、高トラヒックの場所や防災上重要な施設周

辺は、建築物等の更新の機会も生かしながら、高周波数帯５Gによるエリアカバーを

促進します。

 都民や旅行者が災害時を含めいつでも通信できる環境を確保するため、安全で利

便性の高いOpenRoamingに対応した公衆Wi-Fiサービスを都内全体に拡大しま

す。

 自動運転、自動配送及び次世代エアモビリティの実装を見据え、通信困難地域等を

含む走行・運航経路における常時通信接続の確保を促進します。

 デジタル社会を支える重要インフラであるデータセンターがまちと調和した施設に

なるよう、電力需要や脱炭素、まちづくりとの整合を図り、地域との対話の進め方等

を事業者や区市町村と共有しながら整備を促進します。

 地域内の電力需給を調整するため、データセンターにおける再生可能エネルギーの

利用、蓄電池の導入等を促進します。

74

情報が距離や時間を越えてつながる

いつでもどこでも必要な情報やサービスにアクセスできる通信環境を形成するとともに、都市の姿や活動を映し出す情報を整備・更新し、分野や主体を越えて連携・活用することで、距離

や時間にとらわれない人や地域の交流・連携を支えます。

政策方針11

まちの中や移動中でも必要な情報やサービスにつながる

取組1 切れ目のない通信・デジタル環境の形成

様々なデータがつながり、都市サービスが使いやすくなる

取組2 都市づくりやサービスを支えるデータの整備・活用

 3D都市モデルをはじめとする都市情報を継続的に整備・更新し、各分野のデータと

連携させることで、計画・整備・管理・サービス提供等に活用できる共通基盤へ高度

化します。

 MaaSの実現、エネルギーマネジメント、自動配送の効率化など、都市サービスの最

適化に向け、多様な主体が保有するデータの標準化・相互連携を推進します。

 地域資源、土地利用、人流等のデータを組み合わせ、拠点の個性や拠点間をつなぐ

軸を見える化し、都市計画に反映するとともに、状況の変化に応じた都市マネジメ

ントに活用を図ります。

 都市に関する様々な情報を、スマートフォンやデジタルサイネージ等を通じて分かり

やすく提供し、個々のニーズや気候・感染症といった社会状況に応じた行動の選択

を支援します。

【情報の例：暑さを避けるルート、密・混雑を避ける時間帯など】

都市の状況が分かり、一人ひとりが行動を選びやすくなる
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 世界水準の大学や研究機関等を核に、周辺の既存ストックを、AIをはじめとするデ

ジタル分野のスタートアップや企業の活動の場として活用し、研究成果を事業やま

ちづくりにつなげるイノベーション拠点を形成します。

 地域が抱える課題を明確にし、AX・AI・データ分野の企業、大学・研究機関等が有す

る技術や知見と結び付け、産学官民の連携による解決策の創出を図ります。

 様々な都市空間を実証フィールドとして活用し、AIをはじめとするデジタル技術を

用いた新たな都市サービスの検証と実装を推進します。

先進的な都市サービスにより快適に活動できる

取組3 デジタル技術による都市課題解決

出典：東京都デジタルツイン実現プロジェクト事務局「東京都デジタルツイン実現プロジェクト」

都市データの整備・活用イメージ
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政策方針12 震災に強く都市機能を止めない都市をつくる

政策方針13 激甚化する水害に負けない都市を実現する

政策方針14 様々な自然災害に備え都市のレジリエンスの底上げを図る

政策方針15 災害後も都市活動と暮らしを速やかに立て直す復興力を高める

政策方針16 都市インフラを将来も健全に使い続ける

災害から命と都市活動を守るレジリエンスの強化
戦略
03
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震災に強く
都市機能を止めない都市をつくる
大規模地震による被害を最小限に抑えるとともに、被災後も都市活動を継続できる都市基盤を強化することで、震災に負けない都市を実現します。

政策方針12

 木造住宅密集地域の解消に向け、不燃化特区制度や整備地域等不燃化集中促進事

業を活用した除却・建替え支援、新たな防火規制区域の指定範囲の拡大等により、

不燃化を促進します。

 木造住宅密集地域整備事業等を活用し、防災性を高める生活道路や公園の整備を

推進します。

 防災上重要な軸となる都市計画道路の整備と合わせて、沿道建築物の不燃化・共同

化の促進等により、延焼遮断帯を着実に形成します。

 震災時に特に甚大な被害が想定される地域においては、市街地の延焼を遮断し、避

難路や緊急車両の通行路となる特定整備路線の整備を進めます。

 特定整備路線の整備に当たっては、相談窓口の設置に加え、訪問型の生活再建支援

や公的住宅を活用した移転先の確保など、関係権利者の生活再建をきめ細やかに

支援します。

 空き家の除却等により生じた空き地などを活用し、地域の防災機能を強化するとと

もに、世代を超えた交流やコミュニティを育む場として整備を推進します。

 空き地を種地に、換地手法で細街路をつなぎ合わせ、安全な通路と広場を確保しま

す。

 マンション再生まちづくり制度の活用等により、周辺と連携した建替えを促進し、安

全で良質なマンションストックの形成を推進します。

 大規模公有地や都営住宅建替えによる創出用地等を活用し、地域の防災性を高め

る公園や道路等の整備を促進します。

市街地の不燃化が進み、地域の防災性が向上する

取組1 燃えない・燃え広がらない市街地の形成

耐震性が不十分な建物がおおむねなくなる

取組2
建物の倒壊や液状化被害の発生をあらかじ
め抑止

 平成12年以前に建築された新耐震基準の木造住宅や旧耐震マンション等の耐震化

を支援し、地震による建物倒壊を防止します。

 建築士などのアドバイザー派遣を通じて、住宅所有者に対して、耐震改修に合わせ

た省エネ化、バリアフリー化など総合的な助言を行い、安全で快適な住まいづくりを

支援します。

 地震時に倒壊のおそれのある管理不全空き家について、所有者等に適切な管理、除

却等を求めるとともに、必要に応じて緊急的な安全対策を実施します。

 戸建住宅等の建物被害の軽減や在宅避難の確保に向け、液状化リスクの高いエリア

を中心に、アドバイザー派遣や液状化判定調査・工事に対する都民への支援等を区

市町村と連携して進めます。

 公共事業の地盤データに加え、民間建築物等の地盤データを取得し、最新情報に基

づき液状化予測図を更新するとともに、適切な情報発信を通じて、液状化リスクに

対する理解を促進します。

 ハウスメーカー等の民間事業者と設立したコンソーシアムを通じ、都民が安心して使

える工法の選択肢を増やすなど、液状化対策の機運醸成等の取組の推進を図りま

す。

 開発事業等において整備される道路、広場、宅地等の一体的な面的液状化対策の事

前対策事例を創出し、都民や事業者に対策の必要性を周知します。

建物などの液状化対策が着実に行われている

沿道の不燃化等と合わせ、防災上重要な軸が形成される

地域の防災性が高まり再生が進む
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 立川広域防災基地において、都が新たな防災拠点を整備することで、防災機能の充

実を図るとともに、周辺施設と連携した災害対応力の強化を推進します。

 立川広域防災基地へのアクセスルートとなる道路の整備や無電柱化、沿道建築物の

耐震化を推進するとともに、高速道路からのアクセスを高める取組の検討を進め、

災害時における緊急・救急車両のアクセス性を向上させます。

【アクセスルートの整備箇所の例：国立３・３・15号線、立川３・１・３４号線など】

 東京湾臨海部基幹的広域防災拠点施設（有明の丘地区）へのアクセス強化に資する

道路等の整備を推進し、内陸部とのアクセス性を改善します。

【例：高速晴海線など】

 特定・一般緊急輸送道路沿道建築物に対する必要な支援策を通じて耐震化を促進し、

震災時の道路閉塞を防止します。

 道路ネットワークを有効に活用して震災時の通行機能を早期に確保するため、特定

緊急輸送道路全体の通行機能の強化に資する重要な区間における沿道建築物に対

して、個別訪問やアドバイザー派遣等の伴走型の支援を実施します。

 閉塞率の高い特定緊急輸送道路への接続や、更なるネットワークの形成により、主

要な防災拠点等を結ぶ緊急輸送道路網を補完・強化する骨格幹線道路の整備や関

連する連続立体交差事業を推進します。

広域防災拠点が災害応急活動の役割を果たす準備が整う

取組3 防災拠点と緊急輸送ネットワークの強化

まちづくりと合わせて無電柱化が進む

取組4 防災性と魅力を高める無電柱化の推進

 震災時の救急活動や物資輸送の生命線となる緊急輸送道路や防災拠点へのアクセ

スルート等において、優先的に無電柱化を推進します。

 土地区画整理事業や市街地再開発事業については、区市町村や民間施行者への財

政支援に加え、新たに計画される事業で都の補助を受けるものは、原則として地区

内全ての無電柱化を義務化することで、市街地整備の機会を捉えた面的な無電柱

化を推進します。

 民間開発等の機会を捉え、開発区域外を含めた無電柱化を促進するとともに、創出

される公開空地等の活用により地上機器の設置スペースを確保し、周辺市街地と連

続した安全で快適な歩行空間を形成します。

 宅地開発において、無電柱化に係る相談窓口の設置や工事等への補助に加え、規制

区域内における電柱等の新設を原則禁止とする条例などにより、電柱を増やさない

取組をさらに強化します。

 木造住宅密集地域における避難や消火・救援活動の円滑化に向け、防災生活道路の

無電柱化に取り組む区市への支援とともに、私道等の無電柱化を行う土地所有者

等に対し財政支援を進めます。

 区市町村に対する財政的・技術的支援の充実により、地域の実情に応じた無電柱化

を促進します。

 DXの活用、掘削によらない簡易な整備手法の導入などを進め、無電柱化の一層の

低コスト化を推進します。

警察・消防車両などが緊急輸送道路を円滑に通行できる



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

災害から
命と都市活動を守る
レジリエンスの強化

戦
略03

80

激甚化する水害に負けない都市を実現する

激甚化・頻発化する水害リスクに備え、治水対策や土砂災害対策を推進するとともに、高台まちづくりなどにより被害の軽減と迅速な避難を実現することで、水害に負けない都市を実現

します。

政策方針13

 気候変動による降雨量の増加を見据え、都全体で共通の目標降雨を設定の上、河

川・下水道の整備、流域対策、まちづくりとの連携、避難方策などにより、流域全体

での浸水リスクの低減に向けた総合的な治水対策を推進します。

 激甚化・頻発化する豪雨に備え、河川や下水道の流下施設、調節池等の貯留施設の

整備を進めるとともに、災害リスクが高いエリアへの重点的な対策により、治水対策

の効果を早期に発現させます。

 流域全体での雨水流出抑制に向け、公共施設、民間建築物等への雨水貯留施設の

設置、グリーンインフラの導入等、区市町村や様々な主体と連携しながら推進します。

 環状七号線地下広域調節池等を連結し、東京湾までつなぐことで、線状降水帯のよ

うな数時間降り続く豪雨にも効果を発揮する地下河川の事業化に向けた取組を推

進します。

 隅田川や中川などにおいて、沿川のまちづくりの機会等を捉えて、スーパー堤防や

緩傾斜型堤防の整備を着実に進めるとともに、国直轄河川の高規格堤防等の整備

推進や流域治水の強化に向け、国や沿川の自治体と連携を図りながら、広域的な水

害対策を展開します。

 異常な豪雨の発生状況等の継続的なモニタリングに基づき、災害リスクの変動に応

じた豪雨対策の不断のアップデートを実施します。

貯める・しみこませる装置で雨水の流れをコントロール

取組1 気候変動に伴う豪雨や高潮等による浸水リスクの増大に先んじて対策を展開

気候変動を見据えて高潮対策がレベルアップ

 気候変動に伴う将来の海面上昇を見据え、東京港、東部低地帯の河川等において、

堤防等の嵩上げを段階的に進めるとともに、水門、排水機場等の耐震・耐水対策を

推進します。

 気候変動を考慮した高潮対策を進めるとともに、AIによる水位予測等を活用した水

門等の操作支援などの新たな技術導入や、水門閉鎖時の内水氾濫リスクに備えた排

水機場の排水能力の強化などにより、高潮対策の一層の充実を図ります。
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 国や地元区との連携により高台まちづくりを強力に推進し、市街地における水害対

策の取組を先導します。 【例：篠崎地区など】

 都県境付近における高台まちづくりや都市施設整備を関係自治体と相互に推進し、

大規模水害時における広域的な避難・連携機能を強化します。

 新築・建替え時の高床化、既存建物への止水板の設置等、建物の特性に応じた浸水

対策を進めるとともに、「東京とどまるマンション」の普及を促進し、浸水被害の軽減

と災害時における安全な在宅避難体制を確立します。

 インフラ管理者、地元自治体等と連携し、安全確保や早期の運行再開を前提としつ

つ、高速道路、鉄道高架部等の既存インフラの活用検討を進め、大規模水害時にお

ける一時的な避難・退避空間を確保します。

 防災拠点地区内へのバーティポート等の導入を推進し、平時の物流活用とともに、

大規模水害時における緊急物資の輸送や被災者の緊急搬送機能を確保します。

 鉄道事業者や駅に接続する施設管理者と連携し、地下鉄駅等における出入口への

止水板やトンネル間の防水ゲートの設置などを進め、浸水被害の防止を図ります。

 ターミナル駅周辺の大規模地下街等において、AI等を活用した浸水検知や避難情

報の発信、施設管理者や地元区等と連携したタイムラインの作成や防災訓練の実施

等により、不特定多数の利用者が迅速かつ円滑に避難できる環境を整備します。

 アンダーパスの冠水等を、デジタル技術の活用や道路監視システム等により一元的

に把握し、冠水状況や規制情報等を道路利用者へ迅速に提供する環境を整えます。

低地帯のまちなかに人々が避難できる高台ができる

取組2 都民の生命や生活を守る浸水対策の推進

避難関係の施設整備や土地利用規制で安全が確保される

取組3 土砂災害対策の推進

 避難所、要配慮者利用施設等の保全対象の重要度や災害発生の危険度を踏まえ、緊

急性の高い箇所から計画的に砂防関係施設を整備します。

 山間部や島しょ部における道路拡幅や代替ルートの整備を進め、日常の生活基盤の

確保とともに災害時の避難経路確保や集落の孤立化の防止を図ります。

 土砂災害警戒区域等の計画的な見直しを進め、立地適正化計画の策定や開発許可

制度等と連動した適切な土地利用規制により、土砂災害リスクを低減します。

 人工衛星による観測データ等の活用により、地形の改編が行われた箇所を抽出し、

人目につきにくい場所で行われる不適正な盛土等の行為を効率的に把握します。

 土砂災害警戒区域等の危険性を住民に周知し、区市町村による実効性のある警戒

避難体制の整備を促進します。

 区市町村と連携したハザードマップ作成支援、出前講座等により、地域の防災意識

を向上させます。

都民が利用する地下空間等の安全が確保される

区市町村の体制整備や地域の防災意識の向上が進む
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様々な自然災害に備え、
都市のレジリエンスの底上げを図る
噴火や複合災害、酷暑・感染症など、多様化・複雑化する自然災害のリスクに備え、被害の最小化と早期復旧を図るとともに、都市機能や都民生活を維持できる都市のレジリエンスを強化

します。

政策方針14

 富士山噴火による降灰に備え、道路の無電柱化や浄水施設の屋内化を進めるとと

もに、気象庁の降灰予報等を活用し、ライフライン機能の維持や早期復旧につなげま

す。

 降灰時の道路等の迅速な復旧に向け、官公庁、駅、ライフライン施設、医療機関等を

結ぶ路線を優先除灰道路に指定するとともに、国や区市町村等と連携した道路啓開

体制の構築や、ロードスイーパー等の必要な資機材の配備を進めます。

 降灰による影響からの施設の早期再開や都市機能回復に向け、公園、グラウンド等

の公有地を仮置場として確保するとともに、既存の処理ネットワークを活用した灰

処理について、国、他県、区市町村等と連携した広域的な処理体制を構築します。

 平時から降灰の影響、降灰時の対応等に関する情報発信や普及啓発を行い、降灰に

備える意識を醸成します。

 島しょの火山噴火時における島民の生命確保のため、噴石への備えを強化した船客

待合所などの避難拠点を各島に整備し、迅速かつ安全な避難を実現します。

 被災時においてドローン、人工衛星等を活用して迅速に被害状況を把握するととも

に、デジタル技術を活用した災害復旧の迅速化・高度化を図ります。

島しょ部の噴火から都民の生命・財産が守られる

取組1 噴火時における都市活動の維持

大規模災害に対して都民が安心できる場所が確保される

取組2 複合災害による被害の拡大を防止

 大地震による堤防等の損傷箇所からの浸水拡大に備え、ドローン、人工衛星等を活

用した迅速な被害把握や情報の一元管理の仕組みを構築するとともに、避難先や避

難ルートに関する情報を適時的確に発信する体制を整備し、都民の適切な避難行動

につなげます。

 周辺自治体と連携した広域的な避難者支援体制を構築するとともに、緊急時の避難

先となる高台まちづくり、浸水区域外へのルート整備等を一体的に進め、浸水の段

階に応じた安全な避難環境を確保します。

 公共施設、民間施設等において、更新、開発等の機会を捉えて非常用電源設備、蓄

電池等の導入を促進し、冷暖房等を利用しながら休息や滞在ができる環境を確保し

ます。

 避難所において、暑さ対策や感染症対策に必要な備品が利用できるよう、区市町村

と連携し、平時から適切な備蓄体制を確保します。

 被災者や支援活動従事者等が暑さや感染リスクを回避しながら安全に過ごし、活動

できるよう、公共施設や公共空間において臨時的なクールスポットや隔離スペース

を確保します。

酷暑や感染症蔓延下でも避難生活が継続できる

富士山噴火が起きた場合でも都市機能の停滞が長期化しない
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災害後も都市活動と暮らしを速やかに立て直す

復興力を高める
災害発生後の迅速かつ円滑な復興に向け、平時から復興の方向性や体制を共有するとともに、デジタル技術やデータを活用した事前準備を進めることで、復興力の高い都市を実現しま

す。

政策方針15

 病院、社会福祉施設等の管理者に対し、耐震化や浸水対策を支援し、災害時におい

ても医療・福祉サービスの継続的な提供を確保します。

 鉄道の高架橋・トンネル部の耐震補強や地下鉄駅の浸水対策を促進することで、大

規模災害時における安全性の向上と早期運行再開を確保します。

 災害による系統電力の途絶に備え、公共施設への太陽光パネルの設置をはじめとし

た自立分散型電源の導入や断熱性能の向上を進め、災害時における機能維持を図

ります。

 高経年化が進む道路・港湾施設等の都市インフラや公共建築物等の計画的な改築・

更新を着実に進めるとともに、施設特性に応じた耐震・耐水化により災害時の機能

を維持します。

 水道施設の耐震化や電力の自立化を進めるとともに、バックアップ機能を強化し、

災害時においても可能な限り給水を確保します。

 震災時に拠点となる施設から排水を受け入れる下水道管の耐震化を図るとともに、

豪雨時にも下水道機能を確保するため、水再生センター・ポンプ所等で耐水化を進

めます。

都民の安全・安心を支える重要施設が、途切れず稼働する

取組1 生活を支える重要施設・ライフラインの強靭化

帰宅困難者が安全を確保しつつ安心してとどまれる

取組2 発災時から避難生活に至る都民の安全確保

 帰宅困難者の集中が想定される区部中心部の拠点等においては、開発の機会を捉

え、コージェネレーションシステム等の自立分散型電源の導入や街区・地区単位での

エネルギー融通を促進し、災害時における電力・熱エネルギー供給の安定性を確保

します。

 開発の機会を捉え、防災備蓄倉庫や非常用発電設備、災害時にも利用可能なトイレ

機能を備えた一時滞在施設の整備を促進し、帰宅困難者の受入れ環境を確保します。

 ターミナル駅周辺等において、一時滞在施設の受入れ能力を超える帰宅困難者の発

生に備え、屋内空間、公開空地等を柔軟に活用するエリアマネジメント団体等の活動

を支援し、地域が一体となった受入れ体制の構築を図ります。

 都外からの帰宅困難者に対し、1都3県で連携した情報発信を行い、発災後の混乱

を抑制するとともに、安全確保に向けた適切な行動を促します。

 住宅や避難所となる建築物では、太陽光発電設備、蓄電池等の自立分散型電源の導

入や、断熱性能の向上を促進するとともに、浸水リスクのあるエリアでは止水板の設

置、設備の高床化等を支援し、災害時の居住継続性を高めます。

 共同住宅では、停電時でも水の供給、エレベーターの運転等に必要な最小限の電源

の確保、地震時のエレベーターの閉じ込め防止対策、水害時の電気設備の浸水対策

など、防災性能の向上を支援し、在宅避難を支える住まいの普及を図ります。

 公共施設等への災害用トイレの適正配置とともに、開発の機会を捉えたマンホール

トイレ等の設置を誘導し、災害時においても利用可能なトイレ環境を確保することで、

健康的に在宅避難を継続できる環境を整えます。

在宅で避難生活を送ることが可能な環境が整う

都市インフラが、発災後も継続して機能する
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 災害からの復興に向けた広域的な都市づくりの基本的な方針を示し、平時から復興

の方向性を共有します。

 広範囲な災害被害からの迅速かつ計画的な復興の実現に向け、総合的な財政支援

制度等の創設に向けた国への働きかけを実施します。

 区市町村による震災復興マニュアルの策定や復興まちづくり計画の事前検討を支援

し、災害時における迅速かつ円滑な復興を推進します。

 区市町村職員等を対象とした復興まちづくり実務者養成訓練の実施等により、災害

時に現場を牽引し地域復興を担う地域リーダーを育成します。

 地域における災害リスクを踏まえた居住や都市機能の誘導に向け、区市町村による

立地適正化計画の策定支援を通じて、防災指針の作成を促進します。

事前復興の体制づくりにより災害時にも迅速な復興ができる

取組3 復興に備えた体制と人材の確保

デジタル技術の活用で都市の強靭化が加速する

取組4 防災DXの推進

 都市計画情報や基盤整備状況、地籍調査等の都市関連データをGIS、3D都市モデ

ル等により一元的に管理・共有し、区市町村をはじめ関係機関とも連携し、災害対応

やまちづくりにおける高度なデータ活用を促進します。

 3D都市モデル等を活用した緊急輸送道路沿道建築物の耐震化状況の見える化に

より、建物所有者等の理解を促し、耐震化や建替えの取組を促進します。

 デジタル技術を活用して地域の災害リスクを分かりやすく見える化するとともに、

VRを活用した効果的な意識啓発により、都民の避難行動の促進と防災対策の展開

を加速します。

 衛星画像や各種センサーによる観測データの集約とAI解析により、被害エリアの把

握や被災建築物・被災宅地に係る応急危険度判定の効率化・迅速化を推進します。

 復興訓練等を通じて蓄積した地区別のノウハウやパターンを活用し、AIを用いた復

興まちづくり方針等の迅速な作成支援体制を構築します。
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都市インフラを将来も健全に使い続ける

人口減少社会にあっても都市活動を支えるインフラの機能を将来にわたり維持・向上させるため、計画的な更新による質の向上や長寿命化を進めるとともに、付加価値を創出することで、

持続可能な都市基盤を実現します。

政策方針16

 都市インフラ、公共的建築物等の施設特性に応じた予防保全型管理を推進し、長寿

命化と将来的な財政負担の軽減・平準化を実現します。

 AI、3次元データ、ドローン等を活用して点検・診断の効率化や損傷把握の迅速化を

図り、担い手不足が見込まれる中でも、高度な維持管理水準を将来にわたって確

保・向上します。

 維持管理データの蓄積・分析を進めるとともに、公共施設等を地域単位で捉え、行

政界を越えた連携も視野に、維持管理コストや人的資源・技術力の最適化など効率

的・効果的に管理・更新を行う戦略的マネジメントを推進します。

 スタートアップや研究機関等と連携し、新技術の導入を進めるとともに、その成果や

課題を広く発信し、日本におけるインフラの質の向上をリードします。

 気候変動に伴う災害の激甚化、人口減少などの社会変化を見据え、各施設の計画と

の整合を図りながら、更新の機会を捉えて、施設の性能の強化や規模・配置の見直

し等を行うことで、将来にわたりインフラの安全性や信頼性を向上させます。

 不測の事故や維持点検時の機能継続に向け、供給系統のネットワーク化を推進し、

関連事業者と連携を図りつつ、信頼性の向上やメンテナビリティの確保を図ります。

最新技術や管理の最適化で維持管理が高度化する

取組1 インフラの長寿命化と質の高い維持管理

インフラ更新とまちづくりの相乗効果で魅力が向上する

取組2 インフラの機能更新に合わせ付加価値を創出

 都市再生と一体となった首都高速道路の更新を進め、老朽化対策と合わせた良好

な都市景観や公共空間の創出により都市機能を強化します。 【例：日本橋区間、築

地川区間】

 都市空間の更新や再編に当たっては、都市再生とあわせ、道路や河川等の公共空間

において、必要に応じて一体的・重層的な活用を図りながら、交通や防災機能にと

どまらない多様な価値を創出します。

 連続立体交差事業等により創出される高架下や駅周辺空間を活用し、周辺まちづく

りと連動した商業・交流・生活支援機能等を誘導します。

 公共施設の高経年化や利用需要の変化を踏まえ、統廃合や複合化に加え、民間活力

の導入等を計画的に推進し、地域の新たな魅力やにぎわいの創出と、産業の育成な

ど持続的な施設運営の両立を図ります。

 東京を支える多様なインフラを、イベントをはじめ見学・体験・学習の場として活用し、

新たな都市の魅力として発信します。

 地下鉄駅や駐車場などの大規模な地下空間について、周辺まちづくりや施設の整

備・更新等の機会を捉え、安全確保や施設本来の機能に配慮しつつ、災害時におけ

る一時的な避難・滞在空間としての活用や、緊急事態への備えとなるシェルター機

能の在り方について検討を進めます。

インフラの新たな活用で都市の価値を創出する

社会変化に対応した更新により安全性・信頼性が向上する
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政策方針1７ 脱炭素社会を支える強靭な都市エネルギーシステムを実現する

政策方針1８ 自然の力を生かすグリーンインフラを都市に実装する

政策方針19 酷暑に強い都市環境を実現する

政策方針20 資源循環のエコシステムを実現する

持続可能な都市モデルを構築し地球環境の変化に適応
戦略
04
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脱炭素社会を支える

強靭な都市エネルギーシステムを実現する
AIや自動運転技術などの普及が進み電力需要の拡大が見込まれる中、建築物やエネルギー利用の脱炭素化を進めるとともに、エリア全体でエネルギーを有効活用することで、環境負荷

の低減とエネルギーの安定供給を両立する都市を実現します。

政策方針１7

 再生可能エネルギーの大量導入を支えるグリーン水素の普及拡大を図るとともに、

パイプライン等による供給体制の構築を進め、発電、産業、業務・家庭など様々な分

野における水素の利用拡大を推進します。

 バイオガス、合成メタン等の新エネルギーの活用に向けた取組を促進し、既存インフ

ラを生かしたエネルギー分野の脱炭素化を推進します。

 公共施設の更新、民間開発等の機会を捉え、Airソーラーや機能性PVを含む太陽光

発電や地区特性に応じた創エネ・蓄エネの最適な組合せの導入を誘導します。

 下水熱、地熱等の未利用エネルギーを地域や施設の特性に応じて活用するとともに、

浮体式洋上風力発電等の再生可能エネルギーの利用拡大に向けて取り組みます。

 太陽光発電設備・蓄電池等の自立分散型電源の導入や断熱性能の向上を促進し、強

靭性を高めます。

 水素ステーション、急速充電設備等の整備及びマルチエネルギーステーション化への

支援を通じ、ＺＥＶの普及と交通分野のゼロエミッション化を推進します。

 フィジカルAI、ドローン、自動運転などを支えるまちなかの「給電ステーション」を、

技術の進展や社会的受容性の拡大を踏まえながら、都市開発や公共施設と連携した

都市への実装の在り方を検討します。

 国のエネルギー政策とも連携し、将来にわたって電力等の安定供給の実現に向け取

り組みます。

東京全体で新エネルギーを最大限活用する

取組1 新エネルギーも導入し脱炭素社会を実現

都市の脱炭素化、エネルギーの安定供給、調整力の確保につながるエネ
ルギーネットワークが機能している

取組2 エネルギーの面的利用の推進

 地域冷暖房や既存熱供給ストックの更新・高度化を図るとともに、周辺のまちづくり

と連動した面的利用エリアの拡大に向け、制度や誘導策の検討を進めます。

 民間開発等と連携した熱や電力の街区・地区単位での融通を促し、平常の省エネ・脱

炭素化とともに、災害時におけるエネルギーの確実な供給継続を推進します。

 区市町村の地域特性を踏まえた取組と都の重点施策を一体的に展開するゼロエ

ミッション地区を創出して面的な脱炭素化を推進し、都内全域へ展開します。

 天候や時間帯によって発電量が変動しやすい再生可能エネルギーの導入拡大・有効

活用に向け、コージェネレーションシステム等の分散型電源や地域冷暖房等を用い

たエリアでのエネルギーマネジメントを通じ、電力需給の状況に柔軟に対応できる調

整力を確保していきます。

 道路等の都市インフラの整備・更新に合わせて、地域間における熱や電力の相互利

用を可能とするエネルギーネットワークの構築を誘導します。

エネルギー基盤が多様な都市活動を支え、強靭性が高まる
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 住宅や事業所等において、太陽光発電設備・蓄電池等の自立分散型電源の導入や断

熱性能の向上を促進し、強靭性を高めます。

 既存建築物の省エネ・断熱改修やZEB化を促進し、既存建築ストックの有効活用を

推進します。

 新築建築物の環境性能の向上を図るとともに、東京ゼロエミ住宅の基準を満たす新

築住宅の普及を促進します。

 中大規模建築物の木造化・木質化を促進し、木材利用の拡大を通じて、建築分野に

おける脱炭素化を推進します。

 建築物環境計画書制度等を活用し、資材調達から施工、運用、解体・再利用に至る建

築物のライフサイクルカーボンの削減に向けた具体的な取組を加速します。

 エリア全体の環境性能を測る評価指標の活用や、民間開発における脱炭素への貢献

の適正な評価を通じ、街区単位の脱炭素化を促進します。

建物の脱炭素化により快適性・強靭性・持続可能性が高まる

取組3 建築分野の脱炭素化の推進

まちづくりにおいて脱炭素化のレベルが評価される
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自然の力を生かす

グリーンインフラを都市に実装する
自然が持つ雨水の貯留・浸透、暑熱緩和、生物多様性の保全などの機能を生かしたグリーンインフラを都市空間へ取り込み、その効果を最大限に発揮することで、環境と防災の両立を図

ります。

政策方針１8

 道路、駅前広場等の整備に合わせ、地域特性、整備条件等に応じて、雨庭、緑溝等を

導入することで、雨水の浸透・貯留や植物の蒸散機能を備え、暑熱緩和や快適性向

上にも資する空間へと再構築します。

 公園や学校をはじめとする公共施設等において、雨水貯留・浸透施設、生物生息環

境等の導入を図り、減災・環境・景観に資する多機能な空間を創出します。

 開発等の機会を捉え、民間敷地における緑豊かな公開空地、屋上・壁面緑化、雨水貯

留・再利用機能等の整備を誘導します。

 雨水の貯留・利活用や浸水軽減といった機能に加え、道路や公園、民間敷地から河

川・運河等の水辺に至る緑と水のネットワーク化により、暑熱緩和、生物多様性の確

保等の多面的な機能を都市全体で発揮します。

身近な場所からも暑さや豪雨に強いまちをつくる

取組1 緑と水を生かした都市空間の形成

グリーンインフラが定着し都市の防災・環境機能が高まる

取組2 グリーンインフラを実装する仕組みの構築

 グリーンインフラがもたらす防災面・環境面等の多角的な効果について、可視化・定

量化を図るとともに、客観的な評価手法の確立に向けた取組を推進します。

 公共施設における標準的な導入手法の確立に加え、民間事業者等の取組を誘導す

るための適切な評価・インセンティブ制度の構築に向けた検討を進めます。

 グリーンインフラの普及・促進や既存ストックの更新も見据えた、グリーンボンド等に

よる民間資金を活用した持続的な資金循環を形成していきます。

 共通定義の整理、ガイドラインの策定等を通じ、グリーンインフラの実装拡大に向け

たガバナンスの確保を図ります。

ネットワーク化により都市全体の環境機能が高まる
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都が進めるグリーンインフラ導入のイメージ

レインガーデン（雨庭）

雨水貯留浸透花壇

屋上緑化壁面緑化

バイオスウェル（緑溝）

樹木 広場

レインガーデン

公園

一時貯留浸透施設

街路樹 車道 歩道

道路

透水浸透基盤

バイオスウェル
（緑溝）

屋上緑化

壁面緑化

開発

一時貯留浸透施設

緑化駐車場

住宅

レインガーデン 浸透ます

雨水貯留浸透花壇

出典：東京都都市整備局 「あまみず グリーンインフラ CONCEPT BOOK Ver.２」を基に作成

緑化駐車場
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酷暑に強い都市環境を実現する

気候変動に伴い酷暑が日常化する中でも、都市活動や都民生活を継続できるよう、空間デザイン、冷却技術及びデータを活用した対策を総合的に進め、都市の暑さを和らげ、誰もが安全

で快適に活動できる都市環境を実現します。

政策方針１9

 まちなかの歩行者空間や主要駅等の周辺をはじめ、エリアの特性に応じた酷暑対策

の重点化を推進します。

 公開空地の屋内化やアーケードの保全・活用、既存ストックへの庇設置等を促進し、

日差しを遮り涼しく過ごせる空間を創出します。

 開発等の機会を捉え、地下通路・広場等の活用、地上と地下とをつなぐ動線強化等

により、屋外の暑さを避けて移動できる地下ネットワークの形成を図ります。

 まちなかで一時的に暑さを避けることができるクーリングシェルターの普及に向け、

区市町村の指定の取組を支援していきます。

 歩道幅員などの状況を踏まえ、街路樹の樹冠を拡大すること等により、連続した緑

陰の確保を図ります。

 川・運河等の水面や親水空間を生かしたゆとりと潤いのある歩行者空間を創出しま

す。

 歩行者がまちなかで安全かつ快適に休憩・滞留できるよう、区市町村への支援や開

発等の機会を捉えて、ミスト等のクールスポットの面的な配置を進めます。

涼しい空間がつながり暑さを避けて過ごせる

取組1 酷暑を乗り切る都市空間のデザインの推進

道路の熱が抑えられまちなかの暑さが和らぐ

取組2 熱をためないまちの実現

 路面温度の上昇を抑制する遮熱性舗装や保水性舗装を計画的に整備し、道路の

ヒートアイランド対策を推進します。

 公共施設の広場やグラウンド、外構部において、芝生化や保水・透水性舗装等の導

入を進め、地表面温度の上昇や照り返しを抑え、身近な場所の暑熱環境を改善しま

す。

 公園・緑地をはじめ、屋敷林、神社・寺院等のまとまった緑について、都市の暑熱緩

和に果たす役割に着目し、まちづくり方針等に位置付けることで、適切な維持・保全

を推進します。

 都市開発や公共施設の更新機会を捉え、まとまった緑の創出を推進することで、

ヒートアイランド現象を効果的に緩和していきます。

 公園整備や都市開発に際しては、都市全体の緑のネットワーク形成において果たす

役割を踏まえた計画づくりを誘導します。

まちなかに日陰や涼める場所があり安心して歩ける

自然の力で暑さを和らげる
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取組3 データを活用した機動的な暑さ対策の展開

酷暑対策のイメージ

暑さ指数データ
を発信するデジ
タルサイネージ

遮熱性舗装・保水性
舗装の導入

街路樹の
樹冠拡大

川沿いの潤いのあ
る歩行者空間

屋敷林等の
まとまった緑

屋上緑化・
壁面緑化

28℃

公共施設の広場
の芝生化

クーリング
シェルター

連続する緑

様々なデータを活
用した暑熱対策の
検討

3Dモデルを活用し
たシミュレーション

 3D都市モデルを活用し、日陰・緑陰の時間変化、風の流れ、表面温度等を一体的に

シミュレーションすることで、効果的な対策を見える化します。

 人流や都市環境に関するデータを活用し、クールスポットや緑陰空間の配置、道路空

間の再編等のまちづくりの取組と連携して、効果的な暑熱対策を展開します。

 人流、暑熱等に関するデータと短中期の気象予測を組み合わせ、暑さ対策を重点的

に展開すべきエリアを特定し、仮設クールスポットの増設や簡易な日除けの設置な

ど、臨時的な暑熱対策の展開も検討します。

 暑さ指数データをデジタルサイネージ、アプリ等でリアルタイムに発信し、安全な歩

行ルートの選択、テレワークへの切替え、屋外作業の休止など、酷暑を避ける行動変

容を促進します。

暑さの状況が見え効果的な対策につながる

暑さの情報を生かし安全な行動を選べる
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資源循環のエコシステムを実現する

水や森林、建設資材などの資源を有効に循環させることで、環境負荷を低減するとともに、持続可能な都市の実現を目指します。

政策方針20

 流域単位で水循環を捉え、国、関係県、区市町村、他関係者等と目標や役割を共有し、

水量・水質・水辺利用を一体的に管理します。

 複数のダムの機能強化等により、地域の治水安全度を向上させます。

 水道水源林の保全等の推進により良質で安定的な水資源を確保します。

 荒川や玉川上水から外濠、神田川、日本橋川、隅田川を経て東京湾に至る広域的な

水の流れを形成します。

 農地、公園、民間敷地等における浸透域の維持・拡大を図り、都市における地下水の

かん養機能を強化します。

 漏水対策を講じてもなお鉄道トンネル等に流入する地下水などを都市河川へ導水し、

河川の水量確保や水質改善を推進します。

 公共施設を含む建築物の更新、開発等を捉え、雨庭、雨水貯留・浸透施設、ろ過・循

環利用設備等の導入を進めることで、浸水被害の軽減を図るとともに、平時・非常

時における水資源の有効活用を推進します。

 豪雨対策、地下水かん養、グリーンインフラ等の取組を関係主体と協働で一体的に

推進し、東京湾や河川の水質の改善や親水性の向上を図ります。

 水環境に関する適切な情報発信等を通じて、健全な水循環に対する都民等の理解

を深め、身近な雨水浸透や環境保全に向けた自主的な行動を促します。

水の安定供給と水害リスクの低減が両立する

取組1 良好な水循環の形成

森林が健全に育ち、水循環を支える力が高まる

取組2 森林資源の利活用

 再造林や間伐の拡大をはじめとする適切な森林の保全・管理を進め、森林の循環利

用を図ることで、CO2吸収能力の高い健全な若い森林を育成します。

 水源かん養機能を有する森林の保全と木材利用を一体的に推進し、健全な水循環と

森林資源の循環の両立を図ります。

 多摩産材等の流通を促進するとともに、公共施設や都営住宅、民間開発等における

建築物の木質化など積極的な活用を進め、都市における木材利用と森林資源の循

環を推進します。

 サプライチェーンの強化により木材の安定供給と需要創出を図り、多摩地域の活性

化をはじめとする地域経済の発展と環境価値の創出を図ります。

 森林資源を見学・体験ツアー等に活用するなど、産業としての重要性の啓発ととも

に観光資源としても活用します。

都市が有する水資源が無駄なく循環する
多摩産材等の利用が広がり、森林の再生と地域経済を支える

林業の現場が観光資源として開放される
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 サーキュラーエコノミーの観点を踏まえ、建設工事における再生資材の利用促進や

廃棄物の発生抑制・削減により、都市づくりにおける持続可能な資源循環を推進し

ます。

 建築物等の解体・改修時における徹底した資機材分別と再利用・再資源化を促進す

るとともに、水平リサイクル等により建設資源の循環利用の高度化を推進します。

 建築物等の長寿命化、リノベーション等の既存ストックの活用を促進し、解体や新築

に伴う環境負荷及び資源の投入・廃棄を抑制します。

 再生骨材コンクリート、低炭素建材、都内産建材等の活用を適切に評価し、建設資源

の有効利用に資する優れた開発事業を誘導します。

建設資材等の循環利用が進んでいる

取組3 廃棄物の発生抑制と再生資源の利用推進

建物等が長く活用され建設による環境負荷が減る

持続可能な水循環のイメージ

雨水貯留・浸透施設の設置
地下水かん養

地下水の保全
（揚水規制等）

雨水など雑用水利用施設の設置
地下水かん養

水資源確保
浸透域の確保
（農地・公園等）

河川等流量確保

森林の育成・管理
（多摩川上流全域）
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政策方針21 市街地を集約しメリハリある地域構造を形成する

政策方針22 多様な機能にアクセスし自分らしい暮らし方を選べる

政策方針23 高齢者や障害者が生きがいを持ち

子供たちが健やかに成長できる環境を整える

政策方針24 東京の魅力を生かした多様な住まいを実現する

政策方針25 良質な住宅ストックを次世代へつなぐ

政策方針26 多摩ニュータウンを再生し豊かな暮らしのモデルを広げる

暮らしを支える住まいと身近な生活圏の充実
戦略
05
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市街地を集約しメリハリある地域構造を形成する

人口減少や高齢化を見据え、都市機能や居住、公共交通を適切に配置することで、誰もが暮らしやすく持続可能な地域構造を実現します。

政策方針21

 都内全域の区市町村における都市計画マスタープラン、立地適正化計画等の策定を

支援し、集約型の地域構造への再編と地域の個性を生かしたまちづくりを推進しま

す。

 立地適正化計画や災害対策、農林業の振興、自然環境の保全・活用等の方向性を踏

まえ、区域区分や都市施設等の関連する都市計画について、区市町村と連携した体

系的な検討を推進します。

 地域の個性やポテンシャルに応じた都市機能の適正な配置により、利便性の高い拠

点の形成と、周辺地域とのメリハリのある都市空間の整備を推進します。

 災害へのリスク、人口・世帯構造の変化や地域内の偏在、都市機能・公共交通の集積

等を総合的に捉え、長期的な視点から安全で利便性の高い区域へ緩やかに居住を

誘導します。

 駅周辺等から離れた地域では、空き家除却の補助制度等を活用し、緑地などへの転

換を誘導することで、地域特性に応じた土地利用への再編を進めます。

地域の特性に応じた将来のまちの姿が共有される

取組1 地域が主体となった集約の推進

主要な駅など地域の拠点（大きな山）に幅広いサービスが集まり充実す
る

取組2 地域の拠点・生活の中心地の形成

 区市町村との連携の下、鉄道駅、商店街、団地、モビリティハブなど、暮らしや交流

の中心となる多様な地域のコアを明確化し、都市計画区域マスタープラン等に位置

付けることを促します。

 主要な鉄道駅や商店街等のコアを中心に、地域の特性やニーズに応じて、商業、医

療、福祉、子育て等の生活の質を高める都市機能を集積します。

 民間開発の機会等を捉え、保育所、親子ひろば、子供や若者の居場所等の子育て・若

者の支援機能をはじめ、暮らしにゆとりをもたらす機能の導入を誘導します。

 身近な鉄道駅や商店街、モビリティハブ等では、日常生活に必要な機能に加え、高齢

者・子育て世代・子供や若者等の憩いの場や、多世代の学びや教育の機会につなが

る機能の導入を誘導します。

 商店街における空き店舗をはじめ既存ストックのリノベーションなど、にぎわいやふ

れあいを守りながら、働く場、創造・交流の場など新たな機能の導入を誘導します。

 道路空間の再編をはじめ、無電柱化、駐車場配置の適正化、モビリティハブの整備

などにより、生活の中心地を歩いて暮らせるまちへと再構築します。

 団地の建替え、学校跡地等の活用など、公共施設の計画的なマネジメントを通じ生

み出される土地や施設を生かし、多世代の交流を生む機能等を複合的に導入します。

 環境負荷の低減や健康増進にもつながる自転車の利用促進に向け、走行空間や駐

輪場の整備など、自転車の利用環境の充実を図ります。

生活に必要なサービスが駅などを中心に集約され適切に配置される

身近な生活の中心地（小さな山）では地域の資源が生かされ歩いて暮ら
しやすくなる

空き家や空き地が緑地などとして活用される



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

99

 集約型の地域構造への再編等に合わせ、多様な交通モードや自動運転等の新たな

技術も活用し、地域特性に応じた安全かつ効率的で利便性の高い地域公共交通ネッ

トワークへの再編を促進します。

 区部中心部では、高密度に張り巡らされた鉄道を基軸として、主要路線を中心に自

動運転バスの導入や身近な移動を支えるロボタクシーの普及を促進し、住民や来街

者の移動の利便性を向上させます。

 区部周辺部や多摩地域では、主要な路線バスやデマンド交通の自動運転化、モビリ

ティハブの整備、地域の輸送資源の有効活用、次世代交通の導入可能性の検討等に

より、鉄道駅や生活を支える施設へのアクセス性向上を図ります。

 山間部、島しょ部などでは、地理的な特性に応じ、公共交通等における自動運転技

術の活用により、主要施設や観光拠点等を結ぶ移動の利便性向上を図ります。

 交通事業者、区市町村、地域団体等の連携により、地域の特性に応じて、地域公共

交通を持続的に支える仕組みを構築します。

 駅等の人々が集う場における、多様な交通モード相互の連携を支えるモビリティハ

ブなどの整備やMaaSの活用等により、交通結節機能を強化し、地域の移動利便性

を向上させます。

バスや次世代モビリティの組合せにより地域公共交通網が適正化される

取組3 持続可能な地域公共交通の形成

利便性の高いモビリティハブが人々の生活を支える
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多様な機能にアクセスし

自分らしい暮らし方を選べる
リモート技術の浸透や高齢化の進行、将来的な余暇時間の増大などにより、暮らしの場と仕事、余暇や交流の場所がボーダレス化する中、誰もが自らのサードプレイスを見つけられるよう、

多様な機能が調和しながら共存する環境を形成します。

政策方針22

 食料品や日用品の買物等の日常生活に必要な機能を身近な生活圏に確保し、良好

な住環境の下で暮らしの利便性の向上を図ります。

 コワーキングスペース、シェアオフィス等の職住近接を支える施設を身近な生活圏に

確保し、多様なライフスタイルの実現を後押しします。

 住まいの周り、まちなかなど身近な緑の充実により、気軽に外出し、快適に歩ける屋

外環境の形成を図ります。

 多様な機能を配置するエリアの道路等において、一方通行化等により歩行者空間を

拡幅するなど、複合的な土地利用と一体となった公共空間の利活用も促進し、身近

な生活圏に日常的に交流できる居心地の良い場を創出します。

 町工場や倉庫街をアートギャラリー、カフェなど、地域のニーズに合った用途に転換

するリノベーションを促進します。

 使われなくなった工場のリノベーション等により、農に関わる最先端技術を活用した

まちづくりを誘導します。

 市街化調整区域や生産緑地地区において、開発許可制度等を活用し、農に親しむこ

とができる農家レストラン、農産物直売所などの立地を誘導します。

 廃校などを活用し、自然などの地域資源を生かした特徴のある教育施設を誘致しま

す。

身近な生活圏に快適で暮らしやすい空間が生まれる

取組1 複合的な土地利用によるにぎわいと交流の創出

都市の余白を活用した彩りづくり

 既存ビルの屋上、未利用となる駐車場等を活用し、広場や緑地を創出するとともに、

身近にスポーツを楽しめる環境づくりを展開します。

 自動運転技術や交通管理の効率化により生じる駅前空間等を活用し、子供の遊び

場、マルシェなど、日常的な交流を楽しめる空間として再生します。

 一時的に未利用となっている公営住宅の低層部や都市計画事業用地を、アーティス

トなどの暫定利用に開放し、地域に新たな機能を継続的に呼び込みます。

既存ストックの再生・活用を図り都市機能を多様化する
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 地域活性化に向けたマネジメント組織の設立や活動・交流の場の創出、地域の防災

訓練・防犯活動の実施など、地域団体等の担い手による主体的な取組を支援します。

 地域の担い手による道路、河川、公園、公開空地、空き家等の活用を通じた、オープ

ンカフェやマルシェ等の日常的なにぎわいの創出を促進します。

 公共施設の管理・運営へのPFI等の導入により、民間の創意工夫を生かし、地域の

魅力・にぎわいを生む場として活用します。

 公有地・民有地の管理区分や主体の垣根を越えた官民連携により、地域全体の価値

を高める継続的なエリアマネジメントを推進します。

 取組事例やノウハウの共有等により、区市町村や地域主体によるエリアマネジメント

を都内各地に広げ、地域の魅力・にぎわいづくりを面的に展開します。

まちの資源を生かした活動が生まれ日常の交流が広がる

取組2 地域主体のエリアマネジメントの推進

地域を支える仕組みが根付き身近なまちの魅力が高まる

都市の余白を生かした空間のイメージ例

出典：東京都「都庁周辺の空間再編計画」（2024年３月）

竪川河川敷公園 じゃぶじゃぶ池
出典：東京都交通局「沿線ガイドぴっく・あっぷ」
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高齢者や障害者が生きがいを持ち

子供たちが健やかに成長できる環境を整える
様々なライフステージや一人ひとりの状況に応じた住まいを確保するとともに、子供や若者の居場所をはじめ、誰もが生きがいを持って、いきいきと暮らせる環境を実現します。

政策方針23

 東京こどもすくすく住宅認定制度、「子育てに配慮した住宅のガイドライン」等を活用

し、安全性に加え快適な子育てやコミュニティ形成などにも配慮された優良な住宅

の普及を促進することなどにより、子育て世帯が安心して暮らせる住環境を形成し

ます。

 子育て世帯のニーズに応じた支援などにより、親世帯との近居や多世代同居を促進

し、家族や地域で支え合える住まい方の選択肢の拡大を図ります。

 駅周辺などの人が集まる場所において、都市開発等の機会を捉え、多様な子育て支

援施設や子供・若者の居場所の整備を促進します。

 都営住宅団地等の広場や集会所を子育て支援の場として活用し、周辺住民も含めた

多世代が交流・見守りを行う地域の居場所を創出します。

 民間活力や既存ストックを活用した様々な取組により、子育て世帯等が手頃な家賃

で安心して住むことのできる住宅（アフォーダブル住宅）の供給を誘導します。

子育てを楽しみながら、いきいきと暮らしている

取組1 子育てしやすい環境の整備

高齢者や障害者が地域とつながりを持ち元気に暮らしている

 東京都高齢者いきいき住宅認定制度、「高齢期を元気に過ごすための住宅のガイド

ライン」等を活用し、見守り機能を備えコミュニティ形成にも配慮された高齢者向け

住宅の普及を促進することなどにより、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられ

る住環境の形成を図ります。

 住宅のバリアフリー化、断熱改修等を促進することで、高齢者、障害者等が安心して

自宅に住み続け、地域とのつながりを保てる環境の形成を図ります。

 東京ささエール住宅の登録を促進するとともに、見守り、福祉サービスへのつなぎ

等を行う居住支援法人や地域の居住支援協議会との連携により、必要なサポートを

受けられる環境の充実を図るなど、住宅確保要配慮者の居住の安定を確保します。

取組2 高齢者や障害者が安心して暮らせる環境の形成
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都におけるアフォーダブル住宅の取組イメージ

出典：東京都住宅政策本部「都におけるアフォーダブル住宅の取組について」

住まいと支援機能が一体となった環境のイメージ

サービス付き高齢者住宅の例
出典：国土交通省「第８回 サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会 資料」

（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001736855.pdf）

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001736855.pdf
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東京の魅力を生かした多様な住まいを実現する

区部や多摩それぞれの地域特性を生かしながら、多様なライフスタイルやライフステージに応じた住まいを確保することで、誰もが住み続けたいと思える居住環境を実現します。

政策方針24

 豊富な住宅ストックを最大限に活用しながら、充実した鉄道・道路ネットワークなど

の利便性を生かした良質な住まいと住宅市街地の形成を推進します。

 超高層マンション等については、その規模や特性を踏まえ、新築から再生に至る
100年を見通した管理を前提とし、都市の景観や地域生活へ与える影響を十分に
考慮した適切な立地を誘導します。

 サービスアパートメント・シェアハウスなど、短期滞在・単身世帯等の多様な住まいの

ニーズに応じた供給を誘導します。

 景観計画、地区計画等を活用し、木造住宅密集地域等の防災性の向上を図りながら、

路地の風情・木造の良さや安全性を備えたまちづくりを誘導します。

 リノベーション等による魅力の向上と新たな機能の導入により、高経年マンションを

地域に貢献する良質な住まいへと再生します。

 民間開発の機会等を捉えた緑や水辺空間の創出により、潤いのある暮らしやすい住

環境を形成します。

都市の利便性を生かし多様で良質な住まいを選べる

取組1 区部の魅力を生かした住まいの形成

緑やゆとりを生かし多様な暮らし方に合う住まいを選べる

 緑やゆとりのある住環境を生かしながら、多様な世代が住み続けられる持続可能な

住まいの形成を推進します。

 二地域居住やテレワークに対応した住宅の活用など、多様な働き方・暮らし方に応じ

た新たな住まい方を推進します。

 子育て世帯、多世代同居などの多様な住まいのニーズに応える受け皿として、戸建

ての空き家等の既存ストックを積極的に活用します。

 市町村との連携の下、交通不便地域等の農地転用等による新たな宅地化を抑制し、

利便性の高い区域へ緩やかに居住を誘導することで、必要な生活サービスを持続的

に提供します。

 大規模団地の更新の機会等を捉えた生活利便機能の集約により、便利で暮らしやす

い住環境を形成します。

取組2 多摩地域の魅力を生かした住まいの形成

木密など地域の課題が改善され潤いと魅力のある住環境が広がる

既存の住まいを生かし便利で持続可能な住環境が整う



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

105

 単身高齢者等が安心して自宅で暮らし続けられるよう、住宅のバリアフリー化や断

熱改修を促進するとともに、地域の医療・福祉、買物・移動サービス等との連携を図

りながら、在宅生活を支える環境の充実を進めます。

 子育て世帯等の移住・定住を促進するため、空き地等を庭付き住宅や農園付き住宅

として活用するなど、自然と触れ合いながらゆとりを持って暮らすことができる住

まいの確保を図ります。

 二地域居住、ワーケーション等のニーズに対応するため、空き家等の活用による受

入環境の整備を進めるとともに、東京の山間部の多様な魅力を広く発信し、都内外

の都市部居住者に新たな住まい方・働き方の選択肢を提供します。

 地域で働きながら暮らせる環境の充実に向け、廃校、使われなくなった公共施設、

空き家等のリノベーションによるコワーキングスペース、なりわい住宅等への再生を

促進します。

豊かな自然に触れながら暮らすことができる

取組3
山間部や島しょ部の
魅力を生かした住まいの形成
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良質な住宅ストックを次世代へつなぐ

既存住宅ストックの適正な管理や流通、空き家の発生抑制と活用を進めることで、住宅を地域の資産として次世代へ継承し、持続可能な住環境を実現します。

政策方針25

 住宅ストック数が充足していることを踏まえ、ライフステージの変化に対応し、新規

住宅の供給に対しても、長く使える良質な住宅の普及により、世代を超えて住まい

と暮らし、地域とのつながりを住み継いでいけるまちづくりを推進します。

 長期にわたって使用可能な質の高い住宅ストックを形成していくため、構造躯体の

劣化対策、維持管理・更新の容易性等の性能を有する長期優良住宅の普及を促進し

ます。

 断熱性能及び設備の省エネルギー性能を高めた、人にも地球環境にもやさしい「東

京ゼロエミ住宅」など、環境性能の高い住宅の普及を促進します。

 分譲事業者によるライフサイクル全体を見通した住宅供給の促進に向け、都市開発

諸制度における新築時のマンション管理計画の認定取得の義務化等を検討します。

 高経年マンション等について、建替えや敷地売却等の再生を周辺まちづくりと連動

して促進し、安全で良好な市街地形成を推進します。

長く使い続けられる優良な住宅が普及している

取組1 質の高い住宅の供給

既存住宅が適正に評価される

 建物状況調査や既存住宅売買瑕疵保険、住宅履歴情報の蓄積・活用等を進め、性能

や改修履歴を容易に把握できる安心な売買市場の整備を促進します。

 既存住宅やリノベーション投資が市場で適切に評価される仕組みを整え、良質な住

宅ストックが正しく取引される環境を形成します。

 戸建て住宅における建物状況調査（インスペクション）、共同住宅の共用部分の改修

に対する支援などにより、世代を超えた継承や流通など、長期にわたって使い続け

られる質の高い住宅の供給を促進します。

 既存住宅の断熱化、バリアフリー化等の改修、省エネ・再エネ機器等の導入等を支援

し、良質な住宅ストックとして市場への流通・利活用を促進します。

 リフォーム相談の充実や適切な維持管理ノウハウの発信を通じて既存住宅の質的向

上を図り、世代を超えて住み継がれる良質なストックの形成を図ります。

 良質な住宅ストックとしての価値を維持しながら、住み手による主体的な改善や工

夫を促進し、ニーズに応じて活用できる環境を形成します。

取組2 安心して選べる既存住宅市場の形成

将来を見据えた良質なマンションが受け継がれる

適切な維持や改善により住まいの質が高まり価値が保たれる

ライフステージに応じて住み続けられる



第5章｜都市づくりの戦略と具体的な取組

107

 管理状況届出制度等を通じてマンションの管理状況の実態を的確に把握するととも

に、必要な指導・助言等と合わせて管理組合の管理意識の向上を図ります。

 管理組合が、早い段階からマンションの建替え等の再生、敷地売却によるマンション

の終活などの比較検討を行い、ライフサイクルを考慮した長期的な視点で管理運営

を行えるよう誘導します。

 超高層マンションの将来的な管理不全化や機能低下の防止に向け、特有の修繕項目

を踏まえた適切な維持管理を促進し、良好な居住環境の維持を図ります。

 マンション管理計画認定制度等を通じて優良な管理状態の可視化を図り、良質なマ

ンションが適正に評価され、都民が安心して購入できる市場環境を創出します。

マンションの状態を見える化し、管理や更新を適正に行う

取組3 マンションストックの適正管理の推進

 都営住宅団地等の広場・集会所を移動販売、子育て支援等の多様な活動の場として

活用し、周辺住民も含めた多世代が交流する地域の居場所を創出します。

 都営住宅団地内外における切れ目のないバリアフリー化、歩行者ネットワークの整

備等により、周辺住民を含めた誰もが安全・快適に移動できる地域全体の回遊性を

確保します。

 都営住宅等の耐震化やバリアフリー化、断熱改修、省エネ・再エネ機器等の導入を進

めるとともに、計画的な建替えや集約により、良質な住環境の形成とストックの最適

化を推進します。

 都営住宅等の建替え、集約等により創出した用地を活用し、民間活力も取り入れな

がら、子育て・医療・福祉等の生活を支える機能の導入をはじめ地域の特性に応じ

たまちづくりを推進します。

団地が地域に開かれ多世代の日常的な交流が生まれる

取組4 団地を核とした地域再生

団地の更新により暮らしの安心と利便性が高まる
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 利活用が困難な空き家等の除却を支援し、身近な緑の創出、コミュニティを育む

オープンスペースの形成などを推進します。

 空き地等の集約や共同利用により、狭小宅地の改善をはじめとする良好な居住環境

の形成や公園等の整備を推進します。

 空き家をアフォーダブル住宅、移住定住用住宅、居住支援の受け皿等に活用し、地域

における居住の安定を推進します。

 多摩や島しょ地域等の空き家を二地域居住やワーケーションの場として活用し、ゆ

とりある暮らしや多様な働き方の実現を支援します。

 地域の個性やニーズに応じた空き家のリノベーションを通じて、身近な居場所、にぎ

わい・交流の場等に再生し、地域に新たな価値を創出します。

空き家が多様な暮らしや滞在の受け皿となる

取組5 空き家を活用した地域価値の創出

 区市町村との連携により空き家とその周辺の状況を把握し、特に潜在的な空き家予

備軍に対して、地域の状況に応じた早期の予防的対応を推進します。

 持ち家の処分方法の相談、住み替えに伴う費用負担の軽減等を包括的に支援する

ワンストップサービスを提供します。

 空き家所有者と活用希望者、民間事業者等をつなぐマッチングにより、空き家の放

置化を防ぎ、早期の流通・活用を通じて地域課題の解決に資する資源への転換を図

ります。

住まいの将来を早めに相談し適切な対応につなげられる

取組6 空き家の発生予防と住まいの継承

空き家や空き地が生かされ地域の居場所や緑が広がる

住まいの質を高め次の活用や継承につなげられる
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多摩ニュータウンを再生し
豊かな暮らしのモデルを広げる
多摩ニュータウンや団地の持つストックや空間資源を生かしながら、住まいだけでなく、働く場や交流の場、移動環境などを一体的に再編することで、暮らしと住まいの新たなモデルを実

現します。

政策方針26

 多摩ニュータウンを、従来のベッドタウンから住・育・職が連携した新たなまちへと再

生するため、地元自治体との連携の下、市域を越えた一体的かつ戦略的なまちづく

りを展開します。

 永山駅周辺の再構築を進めるとともに、多摩センター駅周辺に商業・業務、文化・ア

ミューズメント等の機能を集積するなど、各駅周辺の特性に応じた機能の配置と連

携により、多摩ニュータウン全体で利便性の高い市街地を形成します。

 居住人口の動向を踏まえた団地の適正な再編を進め、跡地を緑地・農地等へと転

換・活用することで、多様なライフスタイルに応える緑豊かでゆとりある居住環境を

形成します。

 ライフステージに応じた多様な住まいの選択肢を整えるとともに、近隣センターを

福祉・子育て・働く場などの機能を備えた生活支援・交流拠点へと再編し、多世代が

住み続けられる生活基盤を整備します。

 南多摩尾根幹線の整備や団地建替えに伴う創出用地等の活用を通じて、沿道にお

ける多様な産業・業務機能等の立地を促進し、多摩ニュータウンの経済基盤を強化

します。

 充実した道路ネットワークを生かし、新たな交通システムの検討、自動運転、南大沢

地区で開始した自動配送ロボット等の先端技術の実装を進めることで、高低差にも

対応した人・モノの円滑な移動や配送を支える交通・物流体系を構築します。

住む・育てる・働くがつながり多様な暮らしが広がる

取組1 多摩ニュータウンの再生

新たな産業や先端技術により、働く場と移動が充実する

 多摩ニュータウンにおける再生の取組や魅力を国内外へ強力に発信し、全国や世界

におけるニュータウン再生の範となる先進的なモデルを提示します。

再生の成果が広く伝わりニュータウン再生のモデルとなる

取組2 ニュータウン再生の取組発信
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出典：東京都都市整備局「多摩ニュータウンの新たな再生方針」

多摩ニュータウン
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政策方針27 あらゆる場所で緑を感じられる都市をつくる

政策方針28 農のある暮らしと多面的な価値を未来へつなぐ

政策方針29 水辺を生かし人々をつなぐ

政策方針３0 島しょならではの魅力と価値を守り育てる

多彩な緑と水が織りなす新たな恵みの創出
戦略
06
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あらゆる場所で緑を感じられる都市をつくる

骨格となる緑から身近な緑まで、緑の総量を減らさない※ことを原則として、まちづくりと調和しながら緑を育みつなげるとともに、その価値を最大限に生かすことで、潤いと魅力にあふ

れた都市を実現します。

政策方針27

※みどり率52.1％ （都全体／令和５年）

 「都市計画公園・緑地の整備方針」に基づき、市街地から丘陵地にわたり新規公園の

整備・開園や既設公園の拡張整備を進めます。

 都市公園等に隣接する周辺開発において、シームレスにつながる公開空地の配置を

誘導し、官民境界を感じさせないまとまった緑を創出します。

 都市公園と周辺地域の一体的なまちづくりにより、緑の連続性、良好な回遊性等を

創出し、地域全体の価値向上を推進します。

 道路、河川等の公共空間と公開空地の一体的な活用を促進し、緑豊かな環境の下、

にぎわいや憩いが生まれる交流・滞留空間を創出します。

 都市公園、公開空地、農地、樹林地などの緑と連なる街路樹において、適切な樹木

管理や点検による安全性の確保のもと、樹冠拡大による緑陰確保などにより、安全

で快適な歩行者空間を形成します。

 道路整備や河川整備に合わせ、周辺敷地の緑化や緑地の整備を誘導し、インフラと

一体となった厚みのある緑の空間を形成します。

 河川・運河沿いの緑地の整備を進めるとともに、街路樹や周辺開発による緑とつな

ぐことにより、水辺を含めたまち全体の魅力と回遊性の向上を図ります。

 多摩地域の丘陵地等を主体とした緑の骨格を生かし、隣接県等と連携した広大なグ

リーンベルトを形成します。

 地域における公共交通網を生かし、事業者等と連携した軌道内緑化や沿線まちづく

りを進めることで、移動中も途切れなく緑を感じられる車窓景観を創出します。

まとまりある緑の拠点が広がり、まちの潤いと魅力が高まる

取組1 緑の骨格とネットワークの形成

東京や地域を象徴する緑が守られ、その魅力が引き継がれる

 皇居、新宿御苑等の風格ある緑を周辺開発等へ波及させ、東京全体の格調を高める

緑の都市空間を形成します。

 屋敷林、社寺林等の歴史ある緑を保全・再生し、地域への愛着や誇りを育む原風景

として次世代へ継承します。

 駅の屋内空間、建物内外の空間等を活用した「まちなかの森」の創出を促進し、日常

の中で緑を感じられる空間を形成します。

 建築物や都市インフラのテラス・壁面・屋上等を活用し、低層部から高層部へ連続す

る立体的な緑を導入するなど、高度利用が進む都市空間において、視覚的にも豊か

な緑を感じられる先進的な街並みを形成します。

 主要な駅、交通結節点等及びその周辺において、緑を備えた滞留・交流空間を創出

し、歩いて暮らせる緑豊かな生活の中心地の形成を図ります。

 建築物の新築や更新の機会に合わせ、地域特性に応じた民有地の緑化を促すこと

で、身近な緑を確保し、良好な住環境を形成します。

 空き地、低未利用地、工事前の公共用地等を活用して緑を創出し、まちなかに点在

する身近な緑を確保します。

 長期間未供用区域のある都市計画公園・緑地の公園機能の早期発現に向け、公園ま

ちづくり制度を活用した緑地等の創出を図ります。

 公園における間伐や植え替え等の適切な樹林更新や、街路樹の植栽基盤の確保な

どを推進し、樹木の健全な生育を図ります。

まちなかにも多彩な緑が育まれ、身近に感じられる

取組2 東京の個性を彩る多彩な緑の保全・創出・活用

緑が軸でつながり、歩いても眺めても心地良い環境が生まれる
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 丘陵地の里山等の良好な自然地を保全地域に指定するなど、多摩地域に残る貴重

な自然環境を将来にわたり保全します。

 人口動態や災害リスクを見据えた居住を誘導する区域の柔軟な再編により、新たな

宅地化の抑制とともに緑地・農地など自然的な土地利用への転換を推進します。

 東京の緑の骨格である崖線の保全・再生を行政界を越えて一体的に推進し、豊かな

緑や湧水が織りなす独自の生態系や良好な景観を将来へ継承します。

 東京湾の干潟から多摩の里山・丘陵地に至る都市に近接する多様な自然環境を保

全するとともに、そのつながりを確保することで、広域的なエコロジカルネットワー

クを形成し、希少種を含む多様な野生生物の生息・生育環境を支えます。

 樹林地の保全や在来種の植栽を図るとともに、適切な維持管理を通じて、生物多様

性の保全と豊かな景観が調和する質の高い緑を創出します。

 緑豊かな公園や里地里山等の身近な自然環境を、子供の環境学習や自然に親しむ

機会の場として活用する取組を促進します。

東京に残る豊かな自然や地形を将来も感じられる

取組3 生態系の保全と再生

多様な生きものが息づき、自然の豊かさが感じられる

 都市公園が有する歴史や自然を踏まえつつ、 Park-PFI等の官民連携手法を適切

に活用しながら、新たな魅力の創出やサービスの向上を図り、将来にわたる持続的

な公園運営を推進します。

 オープンガーデン、市民緑地等を通じた身近な緑との接点づくりを推進するととも

に、多様な主体の参画による保全活動を促進し、地域で緑を守り育てる担い手の拡

大を図ります。

 基金、企業協賛、グリーンボンド等の多様な資金循環を活用し、民間資金や多様な主

体の参画を得ながら、緑の保全・創出・維持管理を持続的に支える仕組みを構築しま

す。

 3D都市モデル等を活用して、崖線、立体的な緑などの東京の多彩な緑の姿に加え、

緑陰形成をはじめとする効果や価値を可視化し、緑の満足感を把握しながら、都民

の緑への理解と愛着の醸成を図ります。

 量的な指標にとどまらない東京の多彩で質の高い緑や保全・創出の取組を戦略的

に発信し、あらゆる場所で緑を感じられる都市としての国際的なプレゼンスの向上

を図ります。

多様な人が緑に関わり、地域で守り育てられる

取組4 緑の価値の最大化

緑の価値を実感し、東京の緑への評価が高まる
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農のある暮らしと多面的な価値を未来へつなぐ

農地は都市にあるべきものと捉え、確実に保全するとともに、都市農業の発展や農地の多面的な活用を進めることで、農のある暮らしや東京ならではの魅力を次世代へ引き継ぎます。

政策方針28

 都市農地について、特定生産緑地の新規・継続指定等により存続を図るとともに、

営農の継続が困難となった場合にも、公有地化や都市計画公園・緑地としての位置

付けにより農地として生かし、確実に東京の未来へ残していきます。

 集約型の地域構造への再編に合わせて、農業公園、市民農園等を地域資源として活

用し、農と共存するまちづくりを推進します。

 農の風景育成地区の指定等により、農地や農地と一体となった屋敷林等の樹林地

を重点的に保全するとともに、地域の取組を促進することで東京ならではの「農の

ある風景」を将来へ継承します。

 土地区画整理事業を施行すべき区域において、地域の特性に応じたきめ細かな都

市計画の運用により、基盤整備と農地等の保全・活用を両立します。

 空き家・空き地、低未利用地等を、地域の実情に応じて農的空間や小規模な緑地へ

転換し、身近な農と緑が共存する住環境を形成します。

 農地が宅地化される局面にあっても、計画的な土地利用や緑化を誘導し、ゆとりあ

る住環境と将来にわたる身近な農的空間の確保を推進します。

東京ならではの農地や風景が将来へ受け継がれる

取組1 農地の保全と継承

東京ブランドの農産物が身近になり選ばれる

 都市農地及びその周辺において、直売所、農家レストラン等の立地を誘導し、都内産

農産物の流通拡大と農を介した地域のにぎわい創出を推進します。

 広域交通ネットワークを生かした効率的な供給網の構築とともに、都内産農産物の

高付加価値化やブランド化、新たな需要や販路の創出、新品種の開発等を進め、都

市農業の持続的な経営基盤を強化します。

 農業系大学等の集積を生かした産学官の連携により、植物工場などのスマート農業

の推進や循環型農業の導入、技術実証の場を形成し、都市農業の高度化と効率的な

生産環境の整備を推進します。

 都市農地の有効活用や安定的な営農基盤の確保を通じて、新規就農者、農業法人等

の多様な担い手のスムーズな参入と定着を進め、将来にわたる都市農業の確実な

継承を推進します。

新たな技術や担い手により都市農業の成長が支えられている

取組2 次世代の成長産業を支える都市農業の展開

農と暮らしが共存しゆとりある住環境で暮らせる
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 農業と市民生活が融合した東京ならではの特性を生かし、市民が農に触れる機会の

提供やコミュニティの醸成など、都市農地の多面的な活用を推進します。

 農業体験施設の整備や体験プログラムの充実により、子供から高齢者まで農に親し

み、学び交流できる機会の拡充を図ります。

 防災兼用農業用井戸の導入促進や非常時のオープンスペースとしての活用により、

都市農地の防災機能を強化します。

 公園や住宅地等の周辺環境と農地を一体的に捉えた歩行者空間の形成により、日

常的に農を感じられる良好な住環境を創出します。

 民間開発等の機会を捉えた屋上菜園の設置、遊休施設の農地化等を通じて、都市部

における農空間の充実を推進します。

農に親しみ、学び、世代を超えて交流できる

取組3 農地の多面的価値の活用

身近な農空間が広がり安心と潤いのある暮らしにつながる
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水辺を生かし人々をつなぐ

水辺空間の再生や環境改善を進めるとともに、多様な活動や交流の場として活用することで、「水の都・東京」ならではの魅力とにぎわいを創出します。

政策方針29

 河川の再整備と連携した沿川のまちづくりを進め、民間活力を生かした持続的なに

ぎわいと魅力ある水辺空間を形成します。

 水辺に顔を向けた建築物の配置や周囲と調和した緑を誘導し、水辺とまちが連続す

る市街地環境を形成します。

 開発の機会等を捉えた水辺沿いのオープンスペースや歩行者空間の整備により、回

遊性を備えた水辺環境を創出します。

 川沿いのまちづくりに合わせて、スーパー堤防、親水テラス等の整備を進め、地域と

連携した憩いとにぎわいがあふれる水辺空間の活用を推進します。

 水辺の軸の形成に向けた考え方について「水辺の軸計画（仮称）」等を示し、官民連

携による水辺空間の創出や河川の管理通路の活用など、水辺と一体となったまちづ

くり・地域づくりを推進します。

 日本橋周辺のまちづくりや首都高速道路の地下化を契機として、都心の新たなイン

フラ軸となる日本橋川沿いの水辺空間を再生します。

水辺とまちがつながり、歩いて心地よく過ごせる

取組1 水辺に顔を向けたまちづくりの推進

水の流れがよみがえり、潤いある水辺に親しめる

 荒川や玉川上水から外濠、神田川、日本橋川、隅田川を経て東京湾に至る広域的な

水の流れを形成します。

 合流式下水道における雨天時放流水質向上の取組、高度処理の推進による汚濁負

荷量の削減の取組、河川の周辺開発等と連動した取組などにより、河川、海などの

水質改善を推進します。

 清流復活の取組、底泥のしゅんせつ等により水循環を促し、お濠や池などの水辺環

境を再生します。

 水際から陸域にかけて連続した緑の配置や生物多様性に配慮した護岸・植栽の整備

により、都市における緑と水による生態系のネットワークを強化します。

 水質や生物の生息・生育状況等のデータを収集・活用し、水辺環境のモニタリングと

改善効果の見える化を行うことで、良好な水辺環境の維持・向上を図ります。

水辺の自然がつながり、その豊かさを実感できる

取組2 水辺環境の再生と改善

水辺の軸が人をつなぎ、都市の魅力を高める
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 沿川の歩行者空間、緑道等を連携させ、水辺と一体となったシームレスな回遊ネット

ワークを形成します。

 案内サインの充実、段差解消、休憩施設の配置等を進め、子供から高齢者まで誰も

が安全・快適に楽しめる親水空間を整備します。

 既存の船着場等の活用とともに、舟運とまちをつなぐ多機能なモビリティハブとな

る「水の駅（仮称）」等の整備を誘導し、にぎわいと交流の拠点の形成を進めます。

 エリアマネジメント、民間イベント等の支援をはじめ、地域特性に応じた多様な活動

の展開や舟運の活性化・エンタメ化を通じ、日常的な水辺の活用とにぎわいを創出

します。

 水辺の自然観察、環境学習、体験型イベント等を通じ、都民が水辺の価値や魅力を実

感・享受できる機会を提供します。

 親水性の高い水辺を水上アクティビティを楽しめる場として活用し、潤いを生かした

新たな魅力を創出します。

 河川や運河、臨海部から島しょ部に至る地域ごとの水辺のポテンシャルを引き出し、

「水の都・東京」としてのブランドを国内外に向けて広く発信します。

誰もが水辺を訪れやすく安全・快適に利用できる

取組3 水辺空間の活用と交流の創出

水辺で多様な活動を楽しめ交流が広がる

水辺空間と一体となった空間イメージ

出典：東京都建設局「隅田川等における未来に向けた水辺整備のあり方」
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島しょならではの魅力と価値を守り育てる

島しょ地域に残る豊かな自然や歴史・文化を守り育てるとともに、観光や交流、暮らしを支える基盤を充実することで、島しょならではの魅力と価値を未来へつなぎます。

政策方針30

 開発許可をはじめとする各種制度の適切な運用、関係機関との連携等により、開発

に伴う影響を最小限に抑え、豊かな自然環境を厳格に保全します。

 地域特有の生態系や希少な動植物の生息・生育環境の保全を図ることで、島しょに

おける生物多様性を将来にわたり維持します。

 海上や上空から望む、火山活動の影響による多様な地形をはじめ、海食崖、集落等

が形成する各島ならではの景観を保全し、島を象徴する風景として次代へ継承しま

す。

 島の玄関口となる港、空港等の公共施設整備において、島ごとの特徴的な地域資源

を踏まえ、基調色を統一的に用いることにより、その島ならではの印象的な景観の

形成を図ります。

 自然と調和した建築物、屋外広告物等の誘導により、島の歴史・文化を伝える街並

みや漁村空間の保全を図ります。

 歴史的建造物等を観光資源として積極的に活用することで、質の高い持続的な保全

を推進します。

島固有の自然と暮らしが織り成す風景が残る

取組1 島しょの自然・歴史資源の保全と継承

島々を巡り島ならではの体験や滞在を楽しめる

 港湾・漁港施設を有効に活用し、「食」、「海遊び」など、島ならではの魅力を楽しめる

空間を創出します。

 豊かな自然や独自の歴史・文化を生かし、グランピング等の快適な滞在施設の整備

を促進するとともに、エコツーリズムをはじめとする島ならではの体験を楽しめる多

様な観光コンテンツを創出します。

 クルーズ客船やスーパーヨットの受入環境の充実等により、島しょ地域全体の観光

振興を促進します。

 大島空港のビジネスジェット受入れ機能の強化や、国内外からの来訪者を呼び込む

滞在施設などの環境の整備を進めます。

 空き家等の活用による住まいの確保や島の暮らし・ワーケーションを体験するツ

アー等を通じて、関係人口を創出するとともに、移住・定住を促進します。

 旅行者への意識啓発や地域との交流を通じた相互理解により、旅行者の受入れと

島民の生活の質の確保を両立させ、持続可能な観光まちづくりを推進します。

暮らしに触れ地域とのつながりが深まる

取組2 島しょ観光の振興と交流人口の拡大

島の歴史や文化を街並みや建造物から感じられる
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 国や町村との連携の下、島しょにおける空港やヘリポート、次世代エアモビリティ等

の発着機能の充実や安定運航により、航空アクセス機能を強化します。

 港湾・漁港の静穏化に向けた施設整備を推進し、本土と島しょを結ぶ定期航路の就

航率向上を図るとともに、荒天時における安全・確実な運航を確保します。

 自動運転、次世代エアモビリティ等の実装により、島民の日常的な移動、生活物資の

輸送、観光客の周遊など、人・モノの移動を支える交通手段を充実します。

 古民家活用等による宿泊施設の確保や通信環境の安定化・強靭化により、観光や

ワーケーション、二地域居住等の多様な滞在・居住を支える受入環境を形成します。

 浮体式洋上風力発電をはじめ、島しょならではの自然条件を生かした再生可能エネ

ルギーの導入により、島の暮らしを持続的に支えるエネルギー基盤の脱炭素化を推

進します。

 次世代モビリティ、再生可能エネルギー等の先端技術を基盤としたゼロカーボン

ツーリズムを推進し、豊かな自然環境と共生する島しょのブランド価値を向上させま

す。

本土と島が安定してつながり、島内を円滑に移動できる

取組3 持続可能な島しょ基盤の構築

多様に滞在でき、環境にやさしい暮らしや観光が広がる
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政策方針31 歴史・文化を生かし都市の魅力を磨き上げるOld Meets New

政策方針32 芸術が身近に息づく都市を実現する

政策方針33 東京ならではの景観を生かし観光都市としての魅力を高める

政策方針34 スポーツが暮らしの中に溶け込んだ都市をつくる

歴史・文化、芸術・スポーツに触れられる機会の拡大
戦略
07
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歴史・文化を生かし都市の魅力を磨き上げる

Old Meets New
東京の歴史や文化を物語る多様な資源を発掘・再生するとともに、それらをつなぎ、体験し、発信することで、都市への愛着と誇りを育みます。

政策方針31

 開発等の機会を捉え、東京の都市形成を物語る建造物や土木遺産等を保全し、歴史

的価値を将来へ継承します。

 昭和期を含む身近な建造物の歴史的価値の発掘・再生に向け、歴史的建造物の選定

制度を拡充します。

 身近な歴史的建造物の活用に向けた改修を支援し、地域の中で生き続ける歴史資

源として再生します。

 歴史的建造物等が残る地域において、建築基準法の各種制度等を効果的に活用し、

地域の風情と市街地全体の安全性を両立します。

 歴史的建造物を積極的に活用するビジネスモデルの展開を支援し、持続可能な保全

を推進します。

至るところで東京の歴史を感じることができる

取組1 歴史的価値の発掘・再生と継承

まちを歩きながら、地域の歴史や文化に触れられる

 江戸から昭和に至る各時代の面影や伝統的な地場産業・生活文化をまちづくりに生

かし、地域の歴史文化に触れる人の流れを創出します。

 歴史・文化資源を広域的に結ぶ道路や河川等を歴史回廊として位置付け、沿道・沿

川の地域が連携してまちづくりを展開します。

 地域ごとの特色やテーマに合わせた街路灯の色彩の統一、装飾の一体的な演出等

により、歴史回廊を歩く体験価値を向上します。

 歴史回廊を構成する道路、河川、公開空地等を、祭り、伝統行事など地域に受け継が

れてきた営みの舞台として活用し、都市に息づく文化を継承します。

取組2 歴史回廊による魅力の創出

地域の風情と安全を保ちながら、歴史資源を使い続けられる
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 歴史的建造物や風情ある街並みを生かした映像作品を通じて、歴史・文化が現代の

都市空間に息づく東京の魅力を国内外へ発信します。

 東京の都市づくりの変遷や地域の成り立ちを多様な情報で分かりやすく伝え、都市

への理解を深めるとともに、地域への愛着を醸成します。

 東京の都市形成、災害復興等を物語る多様な都市資産を巡り、都市づくりのあゆみ

を読み解く東京型インフラツーリズムを推進します。

 デジタルアート、ホログラム等の先端技術を活用し、既に失われた過去の姿やこれか

ら実現する未来の姿を現在に重ね、時代を超えて東京を体感できる都市空間を創

出します。

東京や地域の成り立ちや魅力を身近に感じられる

取組3 シビックプライドの醸成

東京の過去から未来までを体感できる

身近な歴史的建造物の例

地域の成り立ちや歴史価値を示すまちなみの例

東京型銭湯の例
出典：東京都都市整備局「東京選定歴史的建築物一覧」
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芸術が身近に息づく都市を実現する

芸術文化に日常的に触れられる環境を広げるとともに、多様な創作活動を支える場や機会を充実することで、都市の魅力と心の豊かさを育みます。

政策方針32

 公園、公開空地等を、アートイベントや伝統芸能を含む多様な芸術文化活動に活用し、

日常的に芸術を鑑賞・体験できる機会を創出します。

 歩行者空間や沿道空間を活用した連続的なアートの展開により、芸術を楽しみなが

ら街を歩く体験価値を向上させます。

 まちの様々な場所へのパブリックアートの導入を通じて、若手アーティスト等の活躍

の場を広げるとともに、芸術との日常的な接点を拡大します。

 工事中の仮囲い、開発までの暫定空間等を芸術表現の場として活用し、都市更新の

過程においてもまちの彩りを維持します。

 エリアマネジメント団体をはじめ、地域の多様な主体が連携し、都市空間を活用した

芸術文化活動を継続的に展開します。

公共空間で芸術を身近に楽しめる

取組1 日常の中で芸術と出会う環境の創出

多様な芸術文化の拠点がつながっている

 開発等の機会を捉えた劇場・ホール機能の誘導や既存の芸術文化施設の計画的な

更新により、地域特性や周辺環境に応じた芸術文化の発信・交流拠点を形成します。

 芸術文化施設のネットワーク化と相互のアクセス性の向上により、施設を起点とした

地域の回遊を促し、多様な芸術文化に触れる機会を拡大します。

 空き家等の既存ストックのリノベーションにより、アーティスト等の多様な活動スタイ

ルに応じた創作・発信の場を創出します。

 公共施設の未利用スペースや都営住宅団地等の空き店舗を芸術文化活動に開放し、

若手アーティストをはじめとする幅広い人々による創作・発表の機会を拡大します。

 民間開発の機会を捉えて、手頃な価格の住宅供給の促進により、若手アーティスト

等が地域に暮らしながら創作活動を継続できる環境を誘導します。

取組2 創作活動を支える環境の形成

多様な担い手による芸術活動がまちに根付いている 身近な場所で創作活動が続けられる
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創作活動を支える環境の形成の事例（都営住宅の空き店舗の活用）芸術と触れ合える環境のイメージ

出典：東京都生活文化局「STARTBox2025」
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東京ならではの景観を生かし

観光都市としての魅力を高める
夜間景観や眺望、歴史・文化などの都市資産を磨き上げるとともに、多様な観光資源をつなぎ活用することで、東京ならではの魅力を国内外へ発信します。

政策方針33

 象徴的な建造物への眺望や広域的な景観の保全と活用により、東京固有のアイデン

ティティを際立たせ、世界を惹きつける都市価値を創出します。

 民間開発等の機会を捉え、展望広場や新たな視点場の整備を誘導し、都民や観光客

に広く公開することで、都市景観や眺望を楽しめる場を創出します。

 基本方針の策定、協議会の設置等を通じ、広域的な景観形成を進めるとともに、歴

史的建造物や東京型銭湯、看板建築など地域の歴史や文化を伝える景観資源の保

全・活用を推進します。

 最新技術を活用した屋外広告物の誘導、エリアマネジメントとの連携等により、景観

演出の維持・更新を支える仕組みを構築します。

誰もが訪れ眺めたくなる新たな視点場や都市のアイコンが生まれる

取組1 東京らしい景観と眺望の形成

光が彩るまちを巡り、夜の時間を楽しめる

 東京都景観計画の運用等により、地域ごとの多様な魅力を生かして昼夜で異なる雰

囲気を楽しめる風格ある都市景観を形成します。

 歴史的建造物、都市インフラ、ランドマーク等の魅力を引き出すライトアップを進め、

地域ごとの個性を際立たせる光の景観演出を推進します。

 ライトアップの色彩、明るさ、時間帯等のルール化により、にぎわいと風格が調和す

る夜間景観の形成を図ります。

 水辺空間、広場等における光の演出とナイトカルチャー、舟運等を組み合わせ、夜間

の回遊や滞在を促す魅力ある都市体験を創出します。

取組2 夜間景観の魅力向上

地域の歴史や個性を生かした景観演出に出会える
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 地域の歴史・文化・食等の多様な観光資源を生かし、官民連携の下で行政区域を越

えて楽しめる魅力ある広域ルートを形成します。

 水陸の多様なモビリティを効果的に組み合わせ、沿道や水辺の景観を満喫しながら

巡れる観光回遊ルートを形成します。

 芸術・文化施設、歴史的建造物等を柔軟に活用し、日本文化を体験できる魅力的な

都市空間を創出します。

 高尾山をはじめ、多摩の山々、島しょなどの豊かな自然環境を観光資源として楽し

めるよう、トイレ、ビジターセンター等の改修による環境整備や情報発信の強化を推

進します。

 デジタル技術等も活用した情報発信機能を強化し、都市の魅力や地域の個性を都民

や観光客に伝えるとともに快適な都市周遊を促進します。

 公共空間や公共交通のバリアフリー化、多言語案内やICTを活用した観光情報の提

供を進め、誰もが安心して快適に旅を楽しめる環境を形成します。

観光資源を巡り、東京ならではの文化や景観に触れ合える

取組3 観光資源を生かした交流と回遊の創出

誰もが安心・快適に観光地に向かうことができる

出典：東京都「良好な夜間景観形成のため
の建築計画の手引」（2019年８月）

夜間景観の演出イメージ

出典：東京都「日本橋川周辺のにぎわい創出に向
けた実施方針 （取組方針Ver.2）」（令和８年４月）
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スポーツが暮らしの中に溶け込んだ都市をつくる

子供の遊びや成長、高齢者の健康増進など、日常的にスポーツに親しめる環境を充実するとともに、スポーツ施設や豊かな自然空間を生かした多様な体験機会を創出することで、心の豊

かさと都市の魅力を高めます。

政策方針34

 公園や広場、道路空間等の身近な公共空間において、ランニング、サイクリングなど

を日常的に楽しめる環境を整備し、都民の健康増進や健康長寿を推進します。

 地域公園への健康器具、卓球台等の設置を促進し、身近な場所で多世代が気軽に健

康づくりや交流に取り組める環境を整備します。

 高架下、道路用地等の低利用地をボール遊びや軽運動の場として活用し、子供をは

じめ誰もがまちなかでスポーツに触れる機会を拡大します。

 既存施設に機能を付加し、スポーツをサポートする施設としての活用を促進します。

【例：銭湯等へのランニングステーション機能、区市町村の庁舎施設等への更衣ス

ペースなど】

 3D都市モデルによる地形の高低差、日影シミュレーション等を活用し、快適に回遊

できるウォーキングルート等の選択を支援する環境を構築します。

身近な場所で気軽にスポーツを楽しめる

取組1 日常的にスポーツを楽しめる環境の形成

スポーツを通じて多世代の交流が広がる

 スポーツ施設、公園等へのPPP/PFIの導入やエリアマネジメントの推進により民間

活力を導入し、公園、商業施設等と一体となった多世代が楽しめる空間を創出しま

す。

 スポーツ施設の多目的活用などを通じ、平時から人が集まる交流拠点を形成し、オ

リンピック・パラリンピック大会レガシーを確実に継承します。

 周辺駅等からのバリアフリーで快適な歩行者ネットワーク形成、バス・自転車シェアリ

ング等の端末交通の充実及び案内機能の強化により、スポーツ施設へのアクセス性

を向上させます。

 スポーツ施設を核に、周辺に商業・飲食・宿泊機能等の導入を誘導することで、ス

ポーツと滞在機能が連動し、観戦前後も含め多世代の日常的なにぎわいと交流を創

出します。

取組2 スポーツを核とした地域の魅力向上

130
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 山間部や島しょ部の自然・地形を活用し、子供から大人までがスポーツ・レクリエー

ションを楽しめる魅力的な体感空間を創出します。

 高尾山、奥多摩エリア等において、自然環境との調和を図りながら、利用者の経験や

体力に応じて楽しめるトレッキングコースの整備・充実を図ります。

 未利用地、独特な地形等を活用し、スポーツクライミング施設などの屋外アクティビ

ティ・レジャー機能の立地・再整備を誘導します。

 多摩都市モノレール延伸部や青梅〜奥多摩の沿線エリアにおいて、豊かな自然や地

域の歴史・文化・食等の魅力を生かした広域的なツーリズム拠点を形成します。

 東京2020大会レガシー、野山北公園自転車道等を軸に、多摩川沿い、丘陵地など

の優れた自然空間を活用したサイクルツーリズムの推進やコース整備を展開します。

 古民家、空き家等の地域資源を再生し、スポーツや自然体験の拠点となる宿泊機能

を備えた交流施設の整備を促進することで、滞在型の観光・交流を展開します。

自然の中でスポーツを楽しみ、地域の魅力に触れられる

取組3
自然を生かした
スポーツ・アクティビティの展開 身近な公共空間での健康づくりの例

オリンピック・パラリンピックレガシー

出典： 東京都政策企画局「TOKYO2020レガシーレポート」（2023年）


